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 はじめに 

 

府中市市民協働推進会議（以下「当会議」と言います。）は、令和３年５月２８日

付けで、高野市長から、「市民協働の推進に係る取組の進捗状況等について評価・検

証を行うこと」、「協働事業提案制度に基づく協働事業の選定を行うこと」及び「そ

の他市民協働の推進に関し、市長が必要と認めること」の３点について検討を行

い、答申するよう、諮問を受けました。 

今年度は、「府中市市民協働推進行動計画」が令和３年度をもって計画期間満了と

なることから、４年間の総括及び課題についても議論し、当会議における検討結果

をまとめました。市民協働の基盤づくりとして各施策が達成されたことにより、府

中市の「協働」が次の段階へ進むきっかけとなったと考えられます。 

一方、引き続き協働のハードルを下げていくための情報発信を工夫し、認知度の

向上やより多くの市民の協働への取組への参画を促すことが重要です。 

また、令和３年度の協働事業の評価は、提案型協働事業３事業（市民提案型協働

事業２事業、行政提案型協働事業１事業）を対象に実施しました。「協働事業提案制

度」については、多様な主体にとってより一層活用しやすい制度とするとともに、

提案件数の増加を図ることにより、地域課題の解決につながる質の高い事業の提案

が増加することを目的とし、制度を一部改正し、令和５年度の提案型協働事業につ

いて事業の募集及び選考を行った結果、市民提案型協働事業２事業、行政提案型協

働事業１事業の３事業を採択しました。 

 「府中市市民協働の推進に関する基本方針」に記載している、「府中市が目指す市

民協働の姿と今後の方向性」の 7 項目について推進していくことが必要となりま

す。 

 ここに当会議における検討結果について、答申として提出させていただきます。 

この答申が協働事業の質を更に向上させ、「協働によるまちづくり」に資すること

はもとより、「市民協働都市」の実現につながることを期待します。 

 
 
                      府中市市民協働推進会議 

                     会 長  藤 江 昌 嗣 

             副会長  青 山  亨 

                     委 員  大 島 雅 章 

                      同   小 林 広 和 

同   鈴 木 琢 真 

              同    隆  宗 男 

                      同   田 中 研 二 

   同   藤 間 利 明 

                      同   丸 山 美 佳 

     同   森 村 彩 代 

                      同   山 岡 法 次 
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Ⅰ 市民協働の推進に係る取組の評価 

１ 府中市市民協働推進行動計画の４年間の総括及び課題について 

●全体総括（進展、良かった点） 

・本行動計画の推進方策は、①ひとづくり、②コミュニケーションづくり、③シス

テムづくりの 3つに大別され、具体的な施策として 35 施策を実施しました。 

・各施策の評価結果については、「A.計画以上の達成」(2 件)と「B.計画通りの達成」

(33 件)ですべてを占め、他方で、「C.計画通りに達成することができなかった」及

び「D.全く達成できなかった」が 0 件となり、4 年間の進捗状況は全ての施策が達

成し、人材の育成等、市民協働の基盤の整備づくりはある程度達成できました。 

また、「府中市市民協働の推進に関する基本方針」及び「市民提案型協働事業提案

制度」について、社会情勢の変化により、現状に合わせた見直し等を行うとともに、

計画の後半がコロナ禍であったことを想起すると、市民・行政との協働がオンライ

ンや動画配信などの工夫を凝らし、粘り強く進められてきたことやコロナ禍をきっ

かけとして市民活動においても DX（※）が推進しました。 

・施策一つ一つに「協働」を推進したいという思いや協働事業を始めやすくするた

めの方策が盛り込まれており、その施策が達成されていることは、より一層府中市

に「協働」が広がり、次の段階へ進むきっかけになっていると考えられます。 

※DX（デジタルトランスフォーメーション）とは、ICT の浸透が人々の生活をあら

ゆる面でより良い方向に変化させることをいいます。 

 

本行動計画に基づき行われた施策について、総括も踏まえ、次のとおり課題を整理し

ました。 

●課題 

・毎年度の具体的なデータが示されておらず、「4年間の総括」でのみ数値データが

示されている施策も多々見られました。施策によっては難しいものもあるとは思い

ますが、毎年度のデータの積み重ねで総括の数値が算出されるため、毎年度のデー

タをきちんと示し、目的や達成状況を振り返ることができるよう、目的を達成でき

たか否かを可視化することが望まれます。それとともに、施策間で情報量に差があ

るため、その差をなくすための最低限の必須事項の記載と事業ごとの独自性を評価

する観点も必要と考えます。 

・啓発・PR 活動のための施策や、人材育成の講座、イベントの内容は工夫されてい

ます。また、たくさんの施策を実施し、達成されていますが、一部の市民がいくつ

もの協働事業を抱えている印象で、より多くの市民に参加してもらうため、参加者

の特徴を把握し、工夫していくことが必要です。 

・「協働」という言葉を知らない市民も少なくないと思います。府中市の協働の定義
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を踏まえ、市民の困りごとの解決や、やりたい取組の実行は「協働」で取り組める

という意識・雰囲気づくりを行い、「協働」のハードルを下げていくための情報発信

についても工夫することが必要です。 

・今後は、協働事業を行っている団体や事業者との連携のきっかけとなるような交

流の場づくりが必要であるとともに、「府中市市民協働の推進に関する基本方針」に

記載している、「府中市が目指す市民協働の姿と今後の方向性」の 7 項目について

推進していくことが課題となります。 
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２ 令和３年度提案型協働事業評価結果について 

 

(1) 今年度の評価に当たって（評価の視点） 

 今年度は、提案型協働事業３事業（行政提案型協働事業１事業、市民提案型協働

事業２事業）について評価を行いました。 

  評価に当たっては、事業の結果だけではなく、協働の視点を意識して円滑に遂行 

できたか、特に、目的やゴールイメージの共有ができているか、適切な役割分担の

もと、協働による相乗効果が発揮されているかといった点を意識しました。 

お互いが尊重し合い、役割や強みを理解するとともに、目的を共有し同じ方向を 

向いて事業を進めることで、協働事業としての相乗効果が生まれ、大きな事業成果

につながります。役割分担を事前に明確にし、特に市の他部署や他の主体を巻き込

むなど、双方の強みを活かした協働事業となるよう積極的に取り組むことで、協働

事業の更なる発展につながります。 

  

(2)   個別評価を通して共通して感じられたこと（総論） 

相互評価シート及び市民・市担当課とのヒアリングを経て、全体に共通して見え 

てきた点は次のとおりです。 

ａ 事業について 

  協働事業の実施に当たっては、「協働の意識」とともに、「目的共有の原則」や 

「相互理解の原則」が協働の原則の中でも特に重要であり、そのことを実感する 

評価結果となりました。事業内容だけではなく、その先にある目的を常に意識す 

る必要があり、密にコミュニケーションを取り、目的共有と相互理解をしっかり 

と行ったうえで、双方の強みを活かして取り組んでいくことが重要です。 

提案型協働事業には、市民の自由な発想に基づき提案いただく「市民提案型協 

働事業」と、市が定めたテーマに基づき事業を提案いただく「行政提案型協働事 

業」の２種類があり、令和３年度に実施した市民提案型２事業、行政提案型１事 

業の評価を行いました。 

今回の評価では、３事業のうち２事業がＳ評価、１事業がＡ評価としました。 

全ての事業において評価できるのは、目的の共有や相互理解ができており、団 

体と市がそれぞれの特性をいかし、事業の目的に沿った独自性のある展開がなさ 

れている点でした。 

 一方、新型コロナウイルスの影響により中止となってしまった事業もあり、コ 

ロナ禍でも実施可能な手法についても検討し、工夫する必要も感じました。 

また、今後の展望について市との関係性が構築できているため、市の他部署と 

の連携など、様々な主体間との連携を図るとともに、双方が連携して成果物の活 

用方法や事業の発展性を検討することで、更なる発展が期待できると感じました。 
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 ｂ 次年度に向けて 

   事業実施者である団体や市が、評価結果を受けて新たな気づきや協働の意識の

再確認につながり、より前進して取り組めるよう、引き続き「協働事業等評価制

度」の改善を検討してまいります。 

   また、コロナ禍であっても、事業の目的が達成できるよう、別の手法を検討す

るなどの工夫も必要です。     

当会議としては、評価を受けた事業実施者が、より一層協働の視点や協働 

  の成果を意識できるものとなり、更なる事業の発展の一助となることを期待しま 

す。 
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(3)   個別事業について（各論） 

当会議におけるヒアリングを踏まえた、個別事業の評価結果は次のとおりです。 

 ａ 市民提案型協働事業 

 



6 
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ｂ 行政提案型協働事業 
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Ⅱ 令和５年度提案型協働事業の選考結果について 

  

１ 協働事業提案制度について 

  協働事業提案制度は、市民のアイデアやノウハウを活かした事業の提案を募集し、

市民と市が協働で事業を実施することで、地域課題の解決を目指すための制度です。 

  この協働事業提案制度は、市民提案型協働事業と行政提案型協働事業があり、市

民提案型協働事業は、市民の自由な発想に基づき、協働事業を市に対して提案でき

るもので、行政提案型協働事業は、市が地域課題として掲げるテーマに基づき、協

働事業を市に対して提案できるものです。 

   

２ 協働事業提案制度のながれ 

  令和５年度の提案型協働事業については、令和４年７月１日から８月１日までを 

事前相談期間、８月１０日を提案書提出期間とし、最終的に市民提案型協働事業 

２事業、行政提案型協働事業１事業のご提案をいただきました。 

 令和４年１０月７日に公開プレゼンテーションを実施し、提案団体及び市担当課 

によるプレゼンテーションと質疑応答を行い、その後、当会議の委員で構成する「提 

案型協働事業選考部会（以下「部会」といいます。）」と府中市職員で構成する「市 

民協働推進委員会」との意見交換を経て、部会において審査会を実施しました。 

  審査においては、提案内容、事業の妥当性、事業成果、協働の必要性、実現可能 

 性を踏まえ、令和５年度は３事業を採択しました。 

そして、部会案を当会議において審議し、令和５年度提案型協働事業の選考結果 

としました。 

 

３ 令和５年度提案型協働事業の傾向について 

 採択となった事業については、地域課題や市民ニーズの分析がされており、市内 

に広く効果が期待できるとともに、協働の必要性が高い事業で、達成しようとする 

目標や成果が明確でした。 

  協働で事業を行うに当たっては、相互理解を深め、それぞれの強みを活かし合い、 

協働による相乗効果や波及効果を得るとともに、一過性のもので終わることなく、 

事業の継続性や発展性を意識しながら事業を進めることを期待します。 

また、事業を進めるにあたり、市内で活動する他団体をはじめとする他の主体や、 

市の他部署を巻き込むことが更なる事業の発展に期待します。 

 

４ 今後の協働事業提案制度について 

  協働事業提案制度については、補助対象経費の拡大や企業からの提案を受け付け 

ることができるよう一部改正し、募集を行いました。 
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 また、より多くの団体にとって活用しやすい制度となるため、団体が協働事業を 

実施するための必要経費は、補助対象経費として認められるよう、検討していただ 

きたい。 

今後も、今まで以上に制度が活用され、地域課題の解決につながるよう、更なる 

改善を期待します。
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５ 令和５年度提案型協働事業 選定結果 

  当会議が行った、令和５年度提案型協働事業選定結果については、次のとおりです。 

■市民提案型協働事業 

 事業名 団体名 市担当課 事業概要 選定結果 採択に当たっての付帯条件または不採択の理由等 

１ うたうまち府中プロジェクト 

うたうまち府中プ

ロジェクト実行委

員会 

文化生涯学習

課 

音楽の都ウィーンとの都市交流や

府中の森芸術劇場という府中市の

財産をいかし、誰もが主体的に活

動に参加できる場を提供する。音

楽がまちにあふれ、盛り上げるこ

とで、音楽による豊かなまちづく

りを目指すため、市内で音楽活動

をする団体に活動の際に「うたう

まち府中（仮）」のロゴのＰＲ協力

を依頼、地域の小中学校及び子供

施設などを訪問してのアウトリー

チ（訪問演奏や協同体験）活動の

実施、参加団体が合同で行う演奏

会を行う。 

条件付き 

採択 

【採択理由】 

本事業に市が参画することにより、音楽を通じて府中を盛り上げて

いく機運の醸成等に効果が期待できる事業である。 

【付帯条件】 

「うたうまち府中（仮）」の活動を根付かせるため、将来の音楽祭開

催等に向けた令和６年度の活動計画を提出すること。 

【主な意見】 

一過性のイベントで終わらせるのではなく、イベント終了後も「う

たうまち府中（仮）」の取組を継続し、より多くの人に取り組みを知っ

て貰えるような事業となるように取り組んでいただきたい。 

市側においては、地域の学校等への訪問活動のフォローをするな

ど、お互いの特性をいかし、連携・協力して事業を進めていただき、

「音楽のまち・府中」としてまちが活性化し、市民が心豊かに日常を

過ごすことが出来るよう、協働による相乗効果の発揮を期待したい。 

２ 
府中市・共生タウン化プロジェ

クト 

府中視覚障害者福

祉協会 
障害者福祉課 

府中市の市民・行政・民間事業者

に対して「合理的配慮の提供」に

対する理解を促し、府中市におけ

る共生社会の実現に向けた取組み

を推進するため、 「合理的配慮の

提供と共生タウン」をテーマとし

た意識啓発セミナーの実施、 「共

生タウン」の実現に向けた様々な

技術・機器の展示会の実施、共生

タウン化実証実験の実施、事業報

告を兼ねたシンポジウムの開催を

行う。 

採択 

【採択理由】 

障害者差別解消法により求められている、障害がある方への合理的

配慮の提供についての理解を進めていくために必要な事業である。 

【主な意見】 

合理的配慮の提供への理解を進め、障害者の社会参加を推進してい

くため、一過性のプロジェクトではなく、今後も継続した事業として

計画的に取り組んでいただきたい。 

民間事業者等に本事業を知ってもらうために、市と団体それぞれの

持つネットワークを活かし、周知・ＰＲを効果的におこなうこと。そ

の際には、単にイベントの周知だけでなく、事業を開催する意義を伝

えて周知していただきたい。 
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■行政提案型協働事業 

 事業名 団体名 市担当課 事業概要 選定結果 採択に当たっての付帯条件または不採択の理由等 

１ 
ＶＵＣＡ時代のほっこりする

ご近所づきあい 

合同会社ＳＴＥＲ

ＡＵＭ 
産業振興課 

《商店街の空き店舗を活用した商

店街活性化事業》 

市内商店街の空き店舗の増加によ

るイメージの悪化や商店街が役割

として担う地域住民の交流の場や

商店による見守りについて、商店

街のにぎわいを創出することで、

それらの役割を果たし、商店街全

体の活性化につなげることを目的

に、空き店舗を活用し地域の実情

やニーズに応じた形で、持続可能

な地域活性化を支援するための実

証実験を兼ねた以下のプロジェク

トを実施する。 

①＆（アンド）コーヒーのお店 

人物事の接点となる場づくりとし

て、誰もが気軽に立ち寄れて、週

替わりで府中の美味しいものとコ

ーヒーを提供する。 

②料理教室や実演販売など子育て

世代が集まるワクワクしたイベン

トを実施する。 

③府中のお得情報の提供や子ども

の見守り、高齢者の孤立防止など

に取り組む。 

採択 

【採択理由】 

商店街の空き店舗を活用した商店街活性化を支援するための実証実

験を兼ねたプロジェクトであり、商店街を通して新たなコミュニケー

ションが生まれ、地域の愛着が増し、多様性の強みを地域還元につな

げる事業として期待できる。 

【主な意見】 

一過性のイベントではなく、地域を巻き込みながら地域課題に取り

組むとともに、商店街のにぎわいを創出し、商店街全体の活性化につ

ながるような取組みを継続していただきたい。 
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Ⅲ 参考資料 

１ 府中市市民協働推進会議規則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、府中市附属機関の設置等に関する条例（平成２７年３月

府中市条例第１号）第９条の規定に基づき、府中市市民協働推進会議（以下

「推進会議」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

（推進会議の委員） 

第２条 推進会議の委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(1) 学識経験を有する者 ２人以内 

(2) 公共的団体の代表者 ４人以内 

(3) 市民との協働を推進している民間企業の構成員 １人 

(4) 府中市市民活動センターの利用の登録をしている団体の代表者 ２人以 

 内 

(5) 公募による市民 ２人以内 

 （会長及び副会長） 

第３条 推進会議に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれらを定める。 

２ 会長は、推進会議を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

 （推進会議の会議） 

第４条 推進会議の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 推進会議は、過半数の委員の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 推進会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の 

決するところによる。 

４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を推進会議の会議に出

席させて意見を聴き、又は説明を求めることができる。 

（部会） 

第５条 推進会議の部会（以下この条において「部会」という。）に属すべき

委員は、会長が指名する。 

２ 部会に部会長を置き、会長の指名する委員がこれに当たる。 

３ 部会長は、その部会の事務を掌理する。 

４ 部会長に事故があるときは、あらかじめその指名する部会に属する委員が

その職務を代理する。 

５ 前条の規定は、部会の会議について準用する。この場合において、同条中
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「推進会議」とあるのは「部会」と、「会長」とあるのは「部会長」と読み

替えるものとする。 

６ 推進会議は、その定めるところにより、部会の議決をもって推進会議の議

決とすることができる。 

（雑則） 

第６条 この規則に定めるもののほか推進会議の運営に関し必要な事項は、会

長が推進会議に諮って定める。 

付 則 

 この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

付 則 

 この規則は、平成３０年１月２４日から施行する。 
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２ 府中市市民協働推進会議委員名簿     （敬称略：五十音順） 

№ 氏  名 選出団体等 備 考 

1 青 山  亨 学識経験者 副会長 

2 大 島 雅 章 公募市民   

3 小 林 広 和 
府中市市民活動センタ

ー登録団体 
  

4 鈴 木 琢 真 多摩信用金庫 
※令和４年５月１

７日から 

5 隆  宗 男 コミュニティ協議会   

6 田 中 研 二 府中市社会福祉協議会   

7 藤 江 昌 嗣 学識経験者 会長 

8 藤 間 利 明 
府中市市民活動センタ

ー登録団体 
  

9 丸 山 美 佳 公募市民   

10 森 村 彩 代 むさし府中商工会議所   

11 山 岡 法 次 自治会連合会   

任期：令和３年５月１４日から令和５年５月１３日まで 
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３ 府中市市民協働推進会議検討経過 

府中市市民協働推進会議の開催予定（案） 

＜令和４年度＞ 

 

 

回 数 年 月 日 推 進 会 議 の 内 容 

第１回 
令和４年 

６月１７日 

・ 市民協働推進会議の開催予定について 

・ 答申期限の変更について 

・ 部会員の決定について 

・ 協働事業提案制度の一部改正について 

・ 令和３年度協働事業等調査結果について 

【部会】

提案型① 
７月１１日 ・ 令和３年度提案型協働事業報告会 

第２回 ７月２８日 
・ 提案型協働事業選考部会の検討状況について 

・ 市民協働推進行動計画の進捗状況及び４年間の総括について 

第３回  ９月３０日 

・ 提案型協働事業の応募状況について 

・ 令和５年度提案型協働事業（２年目）における人件費の取扱いにつ

いて 

・ 共創の窓口の設置について 

・ 市民協働推進行動計画の進捗状況及び４年間の総括について 

【部会】 

提案型② 
１０月７日 ・ 令和５年度提案型協働事業公開プレゼンテーション及び審査 

第４回  １０月２８日 

・ 令和５年度提案型協働事業選考結果について 

・ 令和３年度府中市協働事業評価結果及び令和５年度提案型協働事業 

選考結果答申（案）について 

・ 共創の窓口の現状報告について 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ４　府中市市民協働推進行動計画（平成３０年度～令和３年度）進行管理シート

進捗状況 実績 課題 次年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 R2年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 R3年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 備考 評価 評価の根拠
Ｒ4以降継続していく取組や将来的な考

え

1 協働推進
課

市民協働の理念や市の取組
について、広く市民にお知ら
せするとともに、今後の取組
や活動につなぐことができる
よう、シンポジウムを開催し
ます。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

市民協働推進月
間に合わせ、市
民活動センターに
おいて、産業能率
大学経営学部教
授の中島氏によ
る基調講演と、
「福祉」「まちづく
り」「青少年」と異
なる分野で活動さ
れている3名の府
中市民をパネリス
トとして迎え、中
島氏によるパネ
ルディスカッション
を実施した。
また、シンポジウ
ム終了後、登壇
者と希望者による
懇親会を実施し
た。

【参加者数】137名
【参加者満足度】
講演79％、パネ
ルディスカッション
83％

登壇者の確定が
遅れ、広報活動
のスケジュールに
影響した。
パネルディスカッ
ションの事前打合
せが十分ではな
かった。

参加対象者に合
わせた開催がで
きるよう、早めに
会場を確保する。
また、連絡を密に
取り合い、内容に
ついての協議、登
壇者へのアプ
ローチを早めに行
うとともに、スムー
ズに広報活動を
行う。

計画通り
に進んで
いる

市民協働推進月
間に合わせ、市
民活動センターに
おいて、認定NPO
法人サービスグラ
ント代表理事の嵯
峨氏による基調
講演を実施した。
また、地域で活動
されている2名の
団体代表者より
事例紹介をしてい
ただくとともに、パ
ネリストとして迎
え、市民活動セン
ター館長吉田氏、
嵯峨氏によるパ
ネルディスカッショ
ンを実施した。
また、シンポジウ
ム終了後、登壇
者と希望者による
懇親会を実施し
た。

【参加者数】93名
【参加者満足度】
講演88％、パネ
ルディスカッション
90％

より多くの市民に
参加いただけるよ
う、シンポジウム
の開催形式を見
直すとともに、周
知を強化する。

計画通り
に進んで
いる

市民協働推進月間
に合わせ、市民協
働まつりと同時開
催。市民活動セン
ター及びオンライン
にて、２部制で実施
した。第１部は、
NPO法人チャリ
ティーサンタ代表理
事の清輔氏による
基調講演を実施。
第２部では、地域で
活動されている３団
体（ＦＣ東京・府中
deボッチャ・フードバ
ンク府中）より事例
紹介をしていただく
とともに、ワーク
ショップを実施した。
■第１部
【参加者数】会場5
名、YouTube再生
回数130回（当日19
時時点）
【参加者満足度】
83.5点
■第２部
【参加者数】Zoom 9
名
【参加者満足度】
83.1点

・コロナ禍のた
め、会場とオンラ
インとの併用開催
を初めて試みた
が、第１部につい
ては、シンポジウ
ム開催後も
YouTubeに公開し
たことで、シンポ
ジウム当日以外
にも視聴できる機
会を提供すること
ができた（12/24
時点　再生回数
220回）。来年度も
引き続き同様の
手法を検討する。
・市民協働まつり
と同時開催だった
ため、シンポジウ
ムがまつりのプロ
グラムの１つとし
て捉えられた側面
が強く、シンポジ
ウムの周知が効
果的にできなかっ
た。来年度は、ま
つりとは別の日
に、シンポジウム
単体で開催する。

計画通りに
進んでいる

市民協働推進月間
に合わせ、市民活
動センターにおい
て、公益財団法人
日本野鳥の会職員
でありトコロジスト
の箱田氏による基
調講演を実施した。
また、イラストレー
ターのかぶらぎ氏、
つなぎすと府中の
西郷氏をパネリスト
として迎え、パネル
ディスカッションを実
施した。

【参加者数】会場54
名、オンライン視聴
予約39名、
YouTube再生回数
277回再生（2022年
3月１日現在）、字幕
付き後日配信申込
73名
【参加者満足度】
83％

・今年度の市民協
働推進シンポジ
ウムは、感染症
が収まりつつある
状況もあり、会場
開催を主軸とし、
YouTubeライブ配
信との併用で行っ
た。YouTubeは
アーカイブとして
残すことで多くの
方に見ていただく
ことができた。さら
に、合理的配慮と
して希望者に対
し、字幕付き後日
配信を実施したと
ころ、73人からの
応募があった。た
くさんの方に見て
いただくために、
来年度も引き続き
開催方法につい
て検討していく。

Ａ：計画以上
に達成するこ
とができた

市政世論調査における協働
の認知度は、この4年間で、
48.3％から57.1％へと上昇
し、目標値の50％を上回っ
た。

引き続き、広く市民に市民
協働について知ってもらう
啓発活動の1つとして効果
的な内容や開催方法を検
討し、実施していく。

2 協働推進
課

文化生涯
学習課

市民や各活動団体等の要請
に応じ、市が目指す市民協
働の理念や取組状況等につ
いて、市職員が講師となって
情報提供を行う出前講座を
積極的に実施します。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

提案型協働事業
のPRチラシへの
掲載や協働に関
する事業等で積
極的に周知を
図った。
【講座要請数】１
回

取組の認知度の
向上。

引き続き、出前講
座自体の活用状
況を把握するとと
もに、提案型協働
事業のPRチラシ
への掲載や協働
に関する事業の
ほか他課に働き
かけを行うなど積
極的に周知を図
る。

計画通り
に進んで
いる

提案型協働事業
のPRチラシへの
掲載や協働に関
する事業等で積
極的に周知を
図った。
【講座要請数】0回

引き続き、出前講
座自体の活用状
況を把握するとと
もに、提案型協働
事業のPRチラシ
への掲載や協働
に関する事業の
ほか他課に働き
かけを行うなど積
極的に周知を図
る。

計画通り
に進んで
いる

提案型協働事業
のPRチラシへの
掲載や協働に関
する事業等で積
極的に周知を
図った。
【講座要請数】0回

引き続き、出前講
座自体の活用状
況を把握するとと
もに、提案型協働
事業のPRチラシ
への掲載やSNS
での発信など積
極的に周知を図
る。

計画通りに
進んでいる

提案型協働事業
のPRチラシへの
掲載や協働に関
する事業等で積
極的に周知を
図った。
【講座要請数】0回

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

市政世論調査における協働
の認知度は、この4年間で、
48.3％から57.1％へと上昇
し、目標値の50％を上回っ
た。

出前講座について引き続き
周知するとともに、その他の
啓発事業を含め、効果的な
啓発方法を検討していく。

3 協働推進
課

関係課

市内の各活動団体等の様々
な協働事例から、ノウハウや
成果等を学ぶとともに、実務
の手引にもなる事例集を作
成します。

発行 発行 発行
計画通り
に進んで
いる

プラッツのHP・
SNS等で協働の
事例を少しずつ
紹介していってい
る。

配布活用できる
紙版がないので、
アピールが弱い。

紙媒体の更新に
向け、事例のス
トックと取材や編
集に協力してもら
える人材の育成
について検討。

計画通り
に進んで
いる

プラッツのHP・
SNS等で協働の
事例を少しずつ
紹介していってい
る。

プラッツのHP・
SNS等で協働の
事例をまとめて見
ることができるよ
うな、一覧ページ
の作成を検討す
る。

計画通り
に進んで
いる

プラッツのHP・
SNS等で協働の
事例を紹介しつ
つ、その特設ペー
ジをR3に作成す
るために、HPの
サイトマップおよ
び掲載形式を検
討した。

プラッツHP内に
「協働の事例紹介
コーナー」を設
け、既掲載記事
や情報を中心に
ページを構成でき
るよう、情報を整
理する。

計画通りに
進んでいる

プラッツHP内に
「府中で広がる協
働の事例紹介」の
ページを設け、
様々な主体同士
の協働の取組事
例を随時紹介して
いる。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

プラッツHPに、事例紹介
ページを作成し、随時事例
を掲載している。

今後も引き続き事例紹介
ページを充実させていくとと
もに、プラッツや協働共創推
進課のSNS等でも事例を発
信していく。

4 協働推進
課

これまで、意欲はあっても公
益的な活動や協働事業に参
加する機会がなかった市民
や、これらの取組に参加した
いという意欲のある若い世代
を対象とした講座や講演会
などを開催します。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

①入門講座2クー
ル開催。
はじめての市民
活動入門編（全5
回）/50から始め
るまち活塾（全4
回）
修了生が市民活
動団体を作り活
動開始。

②講演会は、1周
年企画として「川
畠成道後援会＆
ミニヴァイオリンコ
ンサート」を開催
した。

③無関心層の引
き上げの為（入門
講座や講演会に
参加する以前の
方向け）に、「プ
ラっとカフェ」を開
催。8回

①入門講座はシ
ニアの参加をどう
促すかが課題。

②講演会は、引き
続き様々なテーマ
出しで、が課題。

③活動に興味を
持ってくれる方は
いるが、その場自
体がさらに気軽に
おしゃべりでき、
課題を持ち寄れ
る雰囲気づくり。

①講座修了生の
グループ化の支
援と、同様の連続
講座を引き続き実
施する。

②多様なテーマ
で複数回の開
催。

③ミニ講演会にな
らないよう、参加
者が自分を出せ
る雰囲気づくりに
留意しながら継
続。

計画通り
に進んで
いる

①子育て世代向け講座
（５～6月開催）
全5回。
集客に課題は残したが
満足度は非常に高く、受
講生の内二人が講座終
了後すぐに自分のスキ
ル（音楽）を活かした活
動を始めた。
⓶シニア向け講座
全4回。受講生5名
現役時代のキャリア、ス
キルを活かしてのライフ
シフトの提案講座。最終
回「活動への決意表明」
は、コロナの影響による
自粛のため、次年度へ
の無期延期とし、継続し
たサポートを続ける。
③実践ボランティア活動
講座（絵本ボランティア）
2回開催
講座終了後、事務局か
ら、ボランティアの実践
の呼びかけをしたとこ
ろ、継続的なボランティア
が生まれた、
④講演会１～⑦講演会４
「引きこもりを考える/林
恭子」（8月）
「セカンドキャリアを考え
る/内多勝康」（10月）
「発達障害とカサンドラを
考える/櫻田万里」（1月）
「チロリが教えてくれた人
と犬が共存する社会/大
木トオル」（2月）

①集客の伸びが見込
めないため、受講生
ターゲットを、属性別
でなく、目的別にしぼ
り、R2年度は、「ライ
ター養成講座」を実施
する。ライティングとい
うスキルを身につける
と同時に、取材などを
通じて市民活動に興
味を持ってもらうこと
を目的とする。修了後
はkokoikoの市民ライ
ターなどとして活躍し
てもらう予定。

⓶は、力を入れていき
たいシニア層の掘り
起こしのため、継続。
タイトル、講座内容の
一層のブラッシュアッ
プを図る。

③コロナで中断してし
まったため、まずは活
動の再開と、自立した
団体の立ち上げ支援
をサポートしていく。

④⑤⑥⑦
講演会はテーマ別に
したことで、熱心な参
加者が多く、それぞれ
の活動意欲を喚起す
る働きかけができた。

計画通り
に進んで
いる

①市民ライター養
成講座
修了時全受講生
が市内各団体を
インタビュした冊
子作製。

②シニア向けオン
ライン活用講座
緊急事態発令に
より開催中止

③緊急事態宣言
発令のため実施
できなかった前年
度講座の最終回
を実施。

④講演会
「コロナ禍だから
見直した！芽を
出す、ツナゲル、
広げる活動」
「”生涯、楽しむ”
を考える」

①KOKOIKOの記
事作成など、ライ
ターとしての実践
を促す

②何らかの形で3
年度にシニア向
けオンライン講座
を開催する。

③受講生の講座
後の活躍を確認
できたので、時宜
にあったサポート
を続けていく

④コロナ禍の終
息の予測を立て
つつ、その後の新
しい生活、活動を
考えるヒントとな
るような企画を検
討する。

計画通りに
進んでいる

①オンラインサ
ポーター養成講
座～あなたのス
キルを生かして社
会貢献。
②フリーペーパー
ライター講座：フ
リーペーパーづく
りのスキルを身に
着け、自分の持っ
ている力を地域
貢献に生かす術
を会得する。
③府中トコロジス
ト養成講座：「トコ
ロジスト」をキー
ワードとして、身
近な地域発見か
ら、市民活動、市
民協働への道筋
を具体的にイメー
ジし、一歩踏み出
すきっかけとす
る。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

初期の入門講座では、地域
の課題を掘り下げ、それに
対しての自分のアプローチ
を考える講座とした。いずれ
の講座からも、市民活動の
第一歩を踏み出す人材が
生まれている。R2年度から
は 徐々に実学的な講座も
必要と判断し、ライター講座
をはじめ諸々開催してきた。
これらの講座の修了生は市
民ライター、オンラインサ
ポーターとして直ちに活動
をはじめたり、自分たちのグ
ループの立ち上げを検討し
たりとそれぞれ積極的に活
動している。

これまでと同様時宜をとらえ
た「市民活動のきっかけづく
り」を継続していく。
また、コロナ禍で他人との
かかわりに不安を持つ若者
世代に有効なアプローチを
検討、実施していく。

No 主管課推進方策・目標・施策 関係課

計画

R3

進捗状況

R2
R3

市民活動・協働に関する入
門講座の実施

市民協働推進シンポジウ
ムの開催

市民協働出前講座の実施

協働事例集の作成

R1

目標（１）市民協働に関する効果的な啓発・PR活動の推進

事業内容

目標（２）新たに協働に取り組もうとする市民への参加の機会の提供

推進方策１ 市民の協働に対する意識の醸成

4年間（Ｈ30～Ｒ3）の総括R2H30 R1

府中市
テキストボックス
16



進捗状況 実績 課題 次年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 R2年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 R3年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 備考 評価 評価の根拠
Ｒ4以降継続していく取組や将来的な考

え

No 主管課推進方策・目標・施策 関係課

計画

R3

進捗状況

R2
R3

R1

事業内容 4年間（Ｈ30～Ｒ3）の総括R2H30 R1

指導室
計画通り
に進んで
いる

地域に愛着を持
ち、積極的に地域
活動や協働のま
ちづくりに取り組
む将来の人材等
を育成するため、
児童・生徒等の子
どもたちが地域と
つながりを深める
ことができる事業
を実施することが
できた。

引き続き、児童・
生徒等の子ども
たちが地域とつな
がりを深めること
ができる方策につ
いての研究等を
行いつつ、事業推
進することが課題
である。

引き続き事業を実
施する。

計画通り
に進んで
いる

地域に愛着を持
ち、積極的に地域
活動や協働のま
ちづくりに取り組
む将来の人材等
を育成するため、
児童・生徒等の子
どもたちが地域と
つながりを深める
ことができる事業
を実施することが
できた。

引き続き、児童・
生徒等の子ども
たちが地域とつな
がりを深めること
ができる方策につ
いての研究等を
行いつつ、事業を
推進する。

計画通り
に進んで
いる

地域に愛着を持ち、
積極的に地域活動
や協働のまちづくり
に取り組む将来の
人材等を育成する
ため、学校におい
て、市内の素材を
教材化した副読本
を用いて授業を実
施したり、地域の人
材と連携した授業を
実施した。

引き続き、児童・
生徒が地域とつ
ながりを深めるこ
とができる方策に
ついての研究等
を行いつつ、事業
を推進する。

計画通りに
進んでいる

地域に愛着を持ち、
積極的に地域活動
や協働のまちづくり
に取り組む将来の
人材等を育成する
ため、学校におい
て、市内の素材を
教材化した副読本
を用いて授業を実
施したり、地域の人
材と連携した授業を
実施した。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

府中市に関する素材を教材
化した社会科副読本（小学
生用「わたしたちの府中」・
中学生用「郷土府中」）を作
成し、継続的な地域学習を
実施している。
また、総合的な学習の時間
等において、地域の人材を
講師として招聘するなど、地
域と連携した教育活動を実
施し、地域とのつながりを深
めている。

社会科副読本を活用した授
業の実施や、教育活動にお
ける地域人材の活用等、地
域学習を引き続き実施する
とともに、児童・生徒が地域
とつながりを深めることがで
きる方策を研究していく。
また、オリンピック・パラリン
ピック教育において発展さ
せてきた活動と、ふるさと学
習等の取組を「未来へつな
ぐ府中2020レガシー教育」
と位置づけ、府中の自然や
文化、人的資源を活用し、
家庭や地域等と連携した教
育活動を各学校の特色とし
てこれからも継続していく。

児童青少
年課

計画通り
に進んで
いる

ＮＰＯ法人や地域
のボランティアと
協力し合いなが
ら、放課後子ども
教室事業や青少
年対策地区委員
会事業など青少
年健全育成に係
る様々なイベント
や啓発活動を実
施し、地域と子ど
もたちとのつなが
りを深めることが
できた。

協力者と情報交
換を密に行い、お
互いの立場を理
解しあうことで、市
と協力者のより良
い協働関係を構
築する必要があ
る。

引き続き、ＮＰＯ
法人や地域のボ
ランティアと協力
し、相互の能力を
生かした青少年
健全育成事業を
進めていく。

計画通り
に進んで
いる

ＮＰＯ法人や地域
のボランティアと
協力し合いなが
ら、放課後子ども
教室事業や青少
年対策地区委員
会事業など青少
年健全育成に係
る様々なイベント
や啓発活動を実
施し、地域と子ど
もたちとのつなが
りを深めることが
できた。

引き続き、ＮＰＯ
法人や地域のボ
ランティアと協力
し、相互の能力を
生かした青少年
健全育成事業を
進めていく。

計画通り
に進んで
いる

新型コロナウイルス
感染拡大の影響に
より、例年実施して
いるイベントや活動
は大きく制限された
が、放課後子ども
教室事業や青少年
対策地区委員会事
業など青少年健全
育成に関わるＮＰＯ
法人や地域のボラ
ンティアと協力しな
がら、今後の事業
の継続に向けた調
整を行った。

コロナ禍における
事業および地域の
つながりを継続して
いくため、ＮＰＯ法
人や地域のボラン
ティアと協力、今後
の取組みを検討、
工夫し、相互の能
力を生かした青少
年健全育成事業を
進めていく。

計画通りに
進んでいる

令和２年度に引
続き新型コロナ
ウィルスの影響で
イベントの中止や
変更等があった
が、昨年度と比較
し会議等にオンラ
インを活用し青少
年健全育成に関
わる地域のボラン
ティアと検討し協
力しながら再開で
きた事業があっ
た。

コロナ禍における
事業を進めていく
ため、ＮＰＯ法人
や地域のボラン
ティアと取組みを
検討し工夫をしな
がら青少年健全
育成事業を進め
ていく。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

新型コロナウィルスの影響
はあったが、ＮＰＯ法人や地
域のボランティアと協力し合
いながら、放課後子ども教
室事業や青少年対策地区
委員会事業など青少年健
全育成に係る様々なイベン
トや啓発活動をとおして地
域と子どもたちとのつながり
を深めることができたため。

引続きＮＰＯ法人や地域の
ボランティアと情報交換を行
いながら様々なイベントや
啓発活動を実施していく。
今後もボランティア団体との
協働が継続していくよう推
進していく。

6 協働推進
課

各活動団体のうち、特に地縁
型活動団体及び目的型活動
団体のリーダーや活動の担
い手となる人材を対象に組
織基盤を強化するとともに、
協働に関する学習会等を実
施します。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

専門講座の開催
12回開催
・「これからのNPO・市
民活動を一緒に考え
よう」18名
・「団体・組織の運営
スキルを学ぶ」16名
・「伝えたいが伝わ
る！チラシ作り」27名
・「助成金を獲得する7
つの方法1」26名
・「助成金を獲得する7
つの方法2」15名
・「人が集まるチラシ
デザインのコツ」35名
・「写真を活かした広
報戦略」27名
・「マーケティングに効
果的なホームページ
活用講座」27名
・「Facebookで仲間を
増やそう！」20名
・「団体のための情報
発信講座！団体でPR
映像を作ろう！～iPad
で作る映画製作から
1」11名
・「団体でPR映像を作
ろう！～iPadで作る映
画製作から2」11名
・「人が集まるチラシ
デザインのコツ・リ
ターンズ」29名

多様なテーマを設
定し、座学だけで
はないワークも豊
富な内容を提供
し、実践的な内容
としたが、その
後、そこで得た学
びがどのように団
体活動に活かさ
れ、基盤が強化さ
れているのか効
果が拾えていな
い。

団体として連続し
て受講してもら
い、伴走等も行い
ながら、団体の基
盤強化に成果を
出してもらう。

計画通り
に進んで
いる

全12回246名が参加
前講座の平均点86.8点
①「NPOが目ざすカタチ-
発想の転換　これからの
20年-」32名
②「チームを活性化させ
る会議のコツ」32名
③「NPOのためのバック
オフィス」　19名
④「団体・組織運営スキ
ルアップ1」7名
⑤「団体・組織運営スキ
ルアップ2」6名
⑥「団体が成長するため
の助成金の活用」22名
⑦「「伝えたい！」をカタ
チにするチラシ講座」33
名
⑧「実例で学ぶWebサイ
ト活用講座」26名
⑨「団体の基盤を整える
情報セキュリティ講座」12
名
⑩「共感を呼ぶクラウド
ファンディング1」18名
⑪「共感を呼ぶクラウド
ファンディング2」15名
⑫「見た目で惹きつけ
る！団体のロゴづくり講
座」24名
〇プラッツアカデミー会
員制度」を開始。6団体が
エントリー。のべ46名が
参加。交流会を1回開
催。

立ち上げ期の団
体から多年度活
動している団体ま
で、団体の状況に
沿った受講ができ
るよう、同じテー
マを初級中級編
等複数回の講座
を設定し、団体に
適した講座の受
講を進め、団体の
成長を促す。
プラッツアカデ
ミーを継続し、登
録団体支援を行
う。

計画通り
に進んで
いる

〇全11回開催。
合計213名。専門
講座全体での平
均点は82.9点との
評価だった。
〇「プラッツアカデ
ミー」の開催。
〇コロナ禍によ
り、第7&8回以外
の講座は、すべて
オンライン
（Zoom）で開催し
た。Zoomに慣れ
ていない人を対
象に、「Zoomを
使った講座の受
講方法」講座を事
前に開催し受講
希望者全員がオ
ンラインで受講で
きるよう配慮し
た。
〇受講料受取り
のため、オンライ
ン決済（クレジッ
ト、コンビニ、銀行
振込）も導入し対
応した。
〇社会情勢を加
味した切り口で企

引き続き、団体の
成長状況に沿っ
た受講ができるよ
う同一テーマでの
基礎編応用編な
ど段階的な内容
設定をし、団体の
成長をサポートし
ていく。
コロナ禍の状況に
より、オンラインと
会場開催を併用
し開催する。
プラッツアカデ
ミーを継続し、登
録団体の支援を
行う。

計画通りに
進んでいる

全12回開催。受
講者延べ人数は
208名。専門講座
全体の平均点は
87点の評価だっ
た。
オンライン開催の
み、会場開催の
み、またオンライ
ンと会場のハイブ
リット開催とコロナ
禍の状況によ
り、、受講者の安
心安全を考慮し
柔軟な開催対応
を行った。
個人ワークやグ
ループワークを行
い、段階的に理解
が深まる実践的
な講座を提供し
た。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

・基本編・応用編等を設定
し、団体の成長に添った内
容を提供した。
・コロナ禍で対面での受講
が難しくなった際、速やかに
オンライン（Zoom）での受講
体制を整え、講座前にZoom
の使い方レクチャーを実施
し、団体のオンライン支援も
行い、専門講座の受講を支
援した。
・コロナ前は平均20～21
名、コロナ後は17～19名が
講座を受講し、毎年80点以
上の評価を得た。

・市民活動団体の継続的な
活動体制を支援する講座
や、組織基盤を強化する講
座を引き続き、実施してい
く。
・他団体等と協力・連携し、
課題を解決していくための
きっかけとなるような講座も
実施し、協働に取り組む団
体の後押しをしていく。

7 協働推進
課

全課

大学・学生と、更に効果的な
協働事業を実施するため、
市の市民協働に向けた取組
に係る情報や、市内における
協働の機会等に係る情報を
積極的に提供します。また、
市との協働事業を実施する
ため、相談・調整をしやすい
環境を整えます。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

連携体制を構築
している東京農工
大学、東京外国
語大学と協働事
業について情報
共有を行った。

大学によって関わ
り方が違うため相
談・調整しやすい
環境づくりを行う
とともに、窓口の
周知を行う必要
がある。また、協
定を締結している
大学以外の大学
とも協働事業の
内容を把握すると
ともにより密な体
制の構築を図る。

引き続き、相談・
調整しやすい環
境を整えるととも
に市と大学、大学
同士のより一層
の連携推進のた
め新たな連携体
制について検討
する。

計画通り
に進んで
いる

連携体制を構築
している東京農工
大学、東京外国
語大学と協働事
業について情報
共有を行った。

引き続き、相談・
調整しやすい環
境を整えるととも
に市と大学、大学
同士のより一層
の連携推進のた
め新たな連携体
制について検討
する。

計画通り
に進んで
いる

連携体制を構築
している東京農工
大学、東京外国
語大学と協働事
業について情報
共有を行った。

引き続き、相談・
調整しやすい環
境を整えるととも
に市と大学、大学
同士のより一層
の連携推進のた
め新たな連携体
制について検討
する。

計画通りに
進んでいる

連携体制を構築
している東京農工
大学、東京外国
語大学と協働事
業について情報
共有を行った。
また、新たに明星
中学校・高等学校
と地域活性化に
関する協働協定
を締結した。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

各大学とは、毎年10件前後
の連携事業が継続的に行
われている。また、明星中
学校・高等学校とは、令和3
年度に7件の連携事業を実
施した。さらに、職員から寄
せられる大学等との連携希
望相談も年々増えてきてお
り、大学等との連携に対し
て職員の意識が向上してい
る。

引き続き、相談・調整しやす
い環境を整えるとともに市と
大学等との連携がより一層
充実するよう努める。

8 産業振興
課

協働推進
課

企業に対して、市が推進する
市民協働に関する情報を、
市民活動センターや商工会
議所等を通じ、積極的に提
供します。
また、市との協働事業を実施
するため、相談・調整をしや
すい環境を整えます。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

工業技術情報セ
ンターを中心に、
情報提供を実施
した。

工業技術情報セ
ンターを中心に、
情報提供の実施
を継続する。

計画通り
に進んで
いる

工業技術情報セ
ンターを中心に、
情報提供を実施
した。

継続して情報提
供に努める。

計画通り
に進んで
いる

工業技術情報セ
ンターを中心に、
情報提供を実施
した。

継続して情報提
供に努める。

計画通りに
進んでいる

工業技術情報セ
ンターを中心に、
情報提供を実施
した。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

工業技術情報センターを中
心に、窓口にてチラシを渡
すなど情報提供を実施し
た。

引き続き、企業に対して、市
が推進する市民協働に関
する情報を、市民活動セン
ターや商工会議所等を通
じ、積極的に提供していく。

5

専門講座の実施

企業に対する市民協働に
関する情報の積極的な提
供

大学・学生への市民協働
に係る情報提供及び相談
窓口の充実

次代の協働の担い手の育
成に向けた各種事業の実
施

継続実施
地域コミュ
ニティ課

地域に愛着を持ち、積極的
に地域活動や協働のまちづ
くりに取り組む将来の人材を
育成するため、児童・生徒等
の子どもたちが地域とつなが
りを深めることができる事業
を実施します。

目標（５）企業との協働の推進

継続実施 継続実施

目標（３）地域を支える各リーダーに対する啓発・情報提供

目標（４）大学・学生との協働の推進

府中市
テキストボックス
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進捗状況 実績 課題 次年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 R2年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 R3年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 備考 評価 評価の根拠
Ｒ4以降継続していく取組や将来的な考

え

No 主管課推進方策・目標・施策 関係課

計画

R3

進捗状況

R2
R3

R1

事業内容 4年間（Ｈ30～Ｒ3）の総括R2H30 R1

産業振興
課

計画通り
に進んで
いる

工業技術情報セ
ンターにおいて、
企業の活用ガイド
ブック及びセン
ターＨＰをリニュー
アルし、きめ細か
く企業紹介を行っ
た。

センターＨＰや異
業種交流事業な
どを活用し、企業
のマッチングがよ
り一層円滑に進
むよう整備を行っ
ていく。

計画通り
に進んで
いる

工業技術情報セ
ンターにおいて、
企業の活用ガイド
ブック及びセン
ターＨＰを更新し、
きめ細かく企業紹
介を行った。

継続して情報提
供に努める。

計画通り
に進んで
いる

工業技術情報セ
ンターにおいて、
企業の活用ガイド
ブック及びセン
ターＨＰを更新し、
きめ細かく企業紹
介を行った。

継続して情報提
供に努める。

計画通りに
進んでいる

工業技術情報セ
ンターにおいて、
企業の活用ガイド
ブック及びセン
ターＨＰを更新し、
きめ細かく企業紹
介を行った。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

工業技術情報センターにお
いて、企業の活用ガイドブッ
ク(年１回)を作成し商工会議
所や市役所等で配布を行っ
た。また、センターＨＰを更
新し、きめ細かく企業紹介を
行った。

引き続き、企業との協働を
推進するために、工業技術
情報センターにおいてきめ
細かく企業紹介を行ってい
く。

協働推進
課

計画通り
に進んで
いる

企業からの相談
を受け、関係課と
打合せを実施す
るほか、情報提供
を行った。
また、あいおい
ニッセイ同和損害
保険株式会社と
地域活性化に関
する協定を締結し
た。

市民活動センター
と連携し、企業に
よる協働の取組
や、ＣＳＲの活動
を紹介するなど、
積極的に取り組
む必要がある。

引き続き、企業と
関係課をつなぐ情
報提供等を行うと
ともに、市民活動
センターと連携し
ながら、企業によ
る協働の取組や、
CSRの活動を紹
介するなど、企業
との協働を推進
する仕組みを整
備する。

計画通り
に進んで
いる

企業からの相談
を受け、関係課と
打合せを実施す
るほか、情報提供
を行った。
また、三井住友海
上火災保険株式
会社と地域活性
化に関する協定
を締結した。

引き続き、企業と
関係課をつなぐ情
報提供等を行うと
ともに、市民活動
センターと連携し
ながら、企業によ
る協働の取組や、
CSRの活動を紹
介するなど、企業
との協働を推進
する仕組みを整
備する。

計画通り
に進んで
いる

企業からの相談
を受け、関係課と
打合せを実施す
るほか、情報提供
を行った。
また、東京フット
ボールクラブ株式
会社及び大塚製
薬株式会社と地
域活性化に関す
る協働協定を締
結した。

引き続き、企業と
関係課をつなぐ情
報提供等を行うと
ともに、企業との
協働の取組や
CSRの活動を紹
介するなど、企業
との協働を推進
する。

計画通りに
進んでいる

企業からの相談
を受け、関係課と
打合せを実施す
るほか、情報提供
を行った。
また、明治安田生
命保険相互会社
と地域活性化に
関する協働協定
を締結した。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

各企業との連携事業及び
職員から寄せられる企業と
の連携希望相談も年々増え
てきており、企業との連携
に対して職員の意識が向上
している。

引き続き、相談・調整しやす
い環境を整えるとともに市と
企業との連携がより一層充
実するよう努める。

職員課
計画通り
に進んで
いる

関係課への情報
提供及び協議を
行った。

－
引き続き、関係課
と協力し、事業を
進めていく。

計画通り
に進んで
いる

関係課への情報
提供及び協議を
行った。

引き続き、関係課
と協力し、事業を
進めていく。

計画通り
に進んで
いる

関係課への情報
提供及び協議を
行った。

引き続き、関係課
と協力し、事業を
進めていく。

計画通りに
進んでいる

関係課への情報
提供及び協議を
行った。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

関係課への情報提供及び
協議を行ったため。

引き続き、関係課と協力し、
事業を進めていく。

協働推進
課

計画通り
に進んで
いる

入庁6年目の職員
を対象に、協働の
現場に派遣する
体験型の研修を
行い、１９団体へ
派遣した。

体験研修前のオ
リエンテーション
を必須条件とする
など、応募要件を
見直したが、体験
先により研修生の
満足度に差が生
じている。

引き続き入庁6年
目の職員を対象
に協働の現場に
職員の派遣を行
うほか、派遣団体
に対する周知や
応募要件の見直
しを検討する。

計画通り
に進んで
いる

入庁6年目の職員
を対象に、協働の
現場に派遣する
体験型の研修を
行い、過去の体
験研修で満足度
の高い６団体へ
派遣した。

引き続き入庁6年
目の職員を対象
に協働の現場に
職員の派遣を行
うほか、派遣先の
見直しを行う。

計画通り
に進んで
いる

これまでの「協働と
は」という内容から
一歩進んで、「協働
は検討しなければ
ならない」というより
実践的な内容で研
修を実施した。ま
た、人とつながるこ
との重要性につい
て、民間外部講師
による講演を実施し
た。

引き続き、職員の
現状やニーズに
合う研修内容を
検討し、実施して
いく。

計画通りに
進んでいる

「協働を検討する視
点」や「対話の際の
コミュニケーション
スキル」などについ
て学ぶ、実践的な
研修のほか、本質
的な課題を捉える
視点や価値のある
事業を構想する方
法を学ぶ事例研修
を実施した。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

毎年、延べ300人以上の職
員に対し研修を実施してお
り、令和3年度に実施した職
員意識調査では、職員の協
働の理解度は9割に達し
た。

引き続き、職員の現状や
ニーズに合わせて、効果的
な研修を検討し、実施して
いく。

協働推進課

11 協働推進
課

職員課
休暇制度の啓発など、職員
が公益的な活動に参加しや
すい環境を推進します。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いない

制度の拡大を
行って以降、取得
促進のための周
知等を行っていな
い。

取得促進のため
の周知を行う必
要がある。

庁内報での制度
紹介など、取得促
進のための周知
を行う。

計画通り
に進んで
いる

取得促進のた
め、庁内報「協働
通信」に掲載し、
周知を行った。

引き続き、庁内報
に掲載するなど、
取得促進のため
の周知を行う。

計画通り
に進んで
いる

取得促進のた
め、職員意識調
査に掲載し、周知
を行った。

引き続き、職員意
識調査や庁内報
に掲載するなど、
取得促進のため
の周知を行う。

計画通りに
進んでいる

休暇制度の手引
き等に掲載するな
ど、周知を行っ
た。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

職員意識調査や休暇制度
の手引きに掲載するなど、
周知を行ったことで、年間
10件以上の取得があった。

引き続き、休暇の取得促進
のため、周知を行う。

12 協働推進
課

「コミュニティサイトふちゅう」
やインターネット等を活用し
て、市民や各活動団体等の
公益的な活動や協働に関す
る情報を収集するとともに、
分かりやすく発信します。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

市民活動団体の
登録団体数が約
400団体となり、
各団体の新規登
録および更新時
にコミュニティサイ
トふちゅうの活
用・操作に関する
アドバイスを体系
的に行うことがで
きたため、掲載件
数が増加した。

10年以上継続活
用している現コ
ミュニティサイトふ
ちゅうのポータル
サイト機能および
デザイン面で充実
が必要な状況と
なり、新たなシス
テムの検討を進
めなければならな
い。

WebやSNS媒体を
通じて、市民活動
団体と市民、他組
織との協働コー
ディネートに資す
る新たなポータル
サイトの構築を目
指し、新システム
の導入に取り組
む。

計画通り
に進んで
いる

市民活動団体の
登録団体数が約
486団体となり、コ
ミュニティサイトふ
ちゅうへ活動情報
等を掲載する団
体が増えた。
さらに、機能、デ
ザインを一新した
新たなポータルサ
イト「プラnet」のサ
イトデザインおよ
び3月にはプレ
オープンすること
ができ、全登録団
体のページ情報
をコミュニティサイ
トふちゅうから移
行した。

「プラnet」の運用
が本格的にス
タートすることか
ら、サイトの新機
能となる協働の可
視化を目的とした
マッチング機能や
SNSとの連携、オ
リジナルマップ作
成などを団体とと
もに活用し、情報
を充実させる。
また新型コロナウ
イルスの状況を
注視しながら、各
団体へ操作説明
会を市内各所で
展開したい。

新たなポータ
ルサイト「プ
ラnet」には
市民活動団
体だけでな
く、公益的な
活動に取り
組む企業や
自治会、学
校、行政各
課も掲載可
能であり、無
料で活用で
きる操作性・
デザイン性・
拡張性の高
いサイトであ
ることから、
ユーザー登
録に向けて
広くPRする。

計画通り
に進んで
いる

・新たな市民活動
ポータルサイト「プ
ラnet」が4月に
オープンし、登録
団体の更新作業
をスムーズに進
められた。
・「プラnet」にはプ
ラッツ登録団体だ
けでなく、企業や
自治会、行政各
課などの登録も
進み、約500団体
が団体の活動情
報やイベント情報
の発信とSNSによ
る拡散につなげて
いる。

・コロナ禍で各団
体に対する対面
での「プラnet」利
活用講座の開催
が思うように進ま
ないが、アクティ
ブユーザーを増
やすために個別
にプラッツ窓口や
電話、メール等で
操作方法を支援
する。
・協働推進に資す
るマッチング機能
の強化を目指し
て、「プラnet」の
操作性や機能面
の改善を進める。

計画通りに
進んでいる

・コロナ禍で会場
等を活用した大
規模イベントが開
催できなかったこ
とから、プラnetの
「協働イベント機
能」を構築・活用
した生涯学習フェ
スおよび協働まつ
りの構築、サポー
トを展開。
・各団体の情報発
信力の強化とプラ
netのマッチング
機能の充実と活
用促進を目的とし
たアンケート調
査、改善案のとり
まとめを行った。
・プラッツHPに「府
中で広がる協働
の事例紹介」
「ちょこっとプロボ
ノ＠府中」カテゴ
リーを設けてコン
テンツ制作・公開
した。

Ａ：計画以上
に達成するこ
とができた

これまで活用してきた「コ
ミュニティサイトふちゅう」の
システムから脱却し、デザイ
ン面や操作性、検索性、
SNSとの連携、動画等も活
用した情報発信力の大幅な
強化など、IT企業との協働
で新たな市民活動ポータル
サイト「プラnet」を構築でき
た。
本サイトを運用することで、
市民活動団体だけでなく、
社会貢献活動に取り組む企
業や自治会、学校、府中市
各課含め約500団体が登録
できるようになり、オンライン
協働まつりをはじめ、コロナ
禍でも対応できるICT化を一
気に進められた。

ポータルサイト「プラnet」は
今後も成長できるポータル
サイトとして高い拡張性を有
しており、時代の変化と共
に必要となるコンテンツの
組み込みや改修を進めてい
く。
今後は「SDGｓ」をプラｎｅｔ上
でもカテゴリー化できるよう
に検討を進めており、多様
なステークホルダーや一般
閲覧ユーザー間の協働が
推進できるようなサイトへと
改修を進めたい。
また、ＤＸ化の流れに誰一
人取り残さないことにも留意
して、多くの団体等へプラｎ
ｅｔや各種ＳＮＳ等の活用方
法について支援を展開して
いくことが大切となる。

13 協働推進
課

市における協働事業などの
取組等、適時情報提供でき
るように、市ホームページを
活用するとともに、協働に取
り組む各活動団体の取組等
についても、市民、各活動団
体等に分かりやすく発信しま
す。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

随時、コンテンツ
を作成して情報提
供を行いつつ、既
存コンテンツの見
直しを行った。

掲載しているコン
テンツをより一層
市民が活用しや
すくなるよう、掲載
方法を見直す余
地がある。

引き続き、掲載し
ているコンテンツ
の掲載方法等見
直しを図るととも
に、市民が活用し
やすいようなコン
テンツを作成す
る。

計画通り
に進んで
いる

随時、コンテンツ
を作成して情報提
供を行いつつ、既
存コンテンツの見
直しを行った。

引き続き、掲載し
ているコンテンツ
の掲載方法等見
直しを図るととも
に、市民が活用し
やすいようなコン
テンツを作成す
る。

計画通り
に進んで
いる

随時、コンテンツ
を作成して情報提
供を行いつつ、既
存コンテンツの見
直しを行った。

引き続き、掲載し
ているコンテンツ
の掲載方法等見
直しを図るととも
に、市民が活用し
やすいようなコン
テンツを作成す
る。

計画通りに
進んでいる

随時、コンテンツ
を作成して情報提
供を行いつつ、既
存コンテンツの見
直しを行った。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

協働に関する情報を、随時
発信することができた。ま
た、市民にとって分かりや
すい内容となるよう、留意し
てコンテンツを作成するよう
努めた。

コンテンツが充実してきたこ
とにより、１ページにおける
情報量が増えたため、今後
は、コンテンツを整理し、市
民にとって見やすいホーム
ページの構成へと修正をす
る。

市ホームページのコンテン
ツの充実・活用

市民協働の理念や推進手法
を学ぶ従来の研修に加え、
実際の協働の現場において
体験型の研修を行うなど、研
修プログラムの充実を図りま
す。

目標（１）職員研修の充実等

目標（２）職員が協働の経験を積むための環境の推進

推進方策３ 情報共有及び双方向型コミュニケーションの推進

目標（１）市からの情報発信方法の充実

職員研修プログラムの充
実

職員が公益的な活動に参
加しやすい環境の推進

企業との協働を推進する
ための各種仕組みの整備

10

市民協働推進シンポジウムの開催

推進方策２ 職員の意識改革及びスキルアップ

9 継続実施

市民活動・市民協働に関
する提供情報の拡充

継続実施

企業と各活動団体や市とが、
積極的に協働事業を検討
し、実施できるようにするた
め、相互に相談・調整・情報
交換ができる仕組みや、市
が推進する市民協働の取組
に賛同し、協働によるまちづ
くりや各活動団体への支援
などに積極的な企業を紹介
する仕組みを整備します。

継続実施

継続実施継続実施

継続実施

府中市
テキストボックス
18



進捗状況 実績 課題 次年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 R2年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 R3年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 備考 評価 評価の根拠
Ｒ4以降継続していく取組や将来的な考

え

No 主管課推進方策・目標・施策 関係課

計画

R3

進捗状況

R2
R3

R1

事業内容 4年間（Ｈ30～Ｒ3）の総括R2H30 R1

14 広報課

市民が自分に合った広報・広
聴の手法をより一層活用す
ることができるよう、ＳＮＳ
（ソーシャルネットワークサー
ビス）を含めた各種情報媒体
の活用について適時検討す
るとともに実施します。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

広報担当者説明
会で府中市ソー
シャルメディアガ
イドラインの周知
を図った。

ＳＮＳを各課が活
用できるように、
普及・啓発に努め
るとともに、引き
続き先進自治体
の取組み事例な
どを調査・研究す
る。

府中市ソーシャル
メディアガイドライ
ンの周知機会を
設けるため、各種
調整を行う。ま
た、先進自治体
の取組み事例を
調査・研究する。

計画通り
に進んで
いる

広報紙やホーム
ページ、SNS
（twitter）などの媒
体で行政情報を
発信した。

情報発信に対し
て寄せられた市
民の意見などを
参考にしつつ、各
種施策を展開して
いく。

計画通り
に進んで
いる

広報紙やホーム
ページ、SNS
（twitter）などの媒
体で行政情報を
発信した。

外国人や視覚障
害のある方も適
切に行政情報が
受け取れるよう、
各種施策を展開
していく。

R3.4月～多言語
対応アプリ「カタロ
グポケット」で広
報の配信を開始
R3.4月～視覚障
害のある方が、自
身の読み上げソ
フトで読み上げが
できるよう、市HP
に広報紙全文の
掲載を開始

計画通りに
進んでいる

広報紙やホーム
ページ、SNS
（twitter）などの媒
体で行政情報を
発信した。

4月から多言語対
応アプリ「カタログ
ポケット」で広報
の配信を開始し
た。
また、視覚障害の
ある方が、自身の
読み上げソフトで
読み上げができ
るよう、市HPに広
報紙全文のテキ
ストデータの掲載
を開始した。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

広報紙やホームページ、
SNS、アプリなど各種情報
媒体の充実を図り、市民が
必要とする情報の発信を
行った。

引き続き、広報紙やホーム
ページ、SNSなどの媒体で
行政情報を発信していく。

15 協働推進
課

全課

協働に取り組む市民や各活
動団体の代表者、職員等が
一堂に会して、テーマに応じ
たワークショップ形式で情報
交換できる機会を提供しま
す。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

市民協働のまち
づくりカフェとし
て、テーマを設定
し、市職員による
ミニ講演とワーク
ショップを実施し
た。なお、設定し
たテーマは、
①まちのにぎわ
い・活性化、②防
災、③多文化共
生、④アイデアを
実現するための
ステップアップ編
【参加者数】
①35人②34人③
35人④12人　計
116人
【参加者満足度】
①94％②96％③
100％④100％

テーマ応募の方
法や期間を見直
したが、庁内の
テーマ応募や市
民協働推進員以
外の職員の参加
が少なかった。

引き続き、テーマ
応募や参加者の
増加を図っていく
とともに、テーマ
の設定方法を検
討していく。

計画通り
に進んで
いる

市民協働のまち
づくりカフェとし
て、テーマを設定
し、市職員による
ミニ講演とワーク
ショップを実施し
た。なお、設定し
たテーマは、
①インフラマネジ
メント、②東京
2020大会、③男
女共同参画
【参加者数】
①22人②24人③
23人　計69人
【参加者満足度】
①91％②91％③
93％

より多くの参加者
が集まるよう、従
来の実施方法に
とらわれず、情報
交換の機会を提
供する。

計画通り
に進んで
いる

「みんぷら　シアワ
セ・デザイン会議」と
して、外部講師によ
る講演とワーク
ショップを実施した。
なお、講演・ワーク
ショップのテーマは
①業界破壊企業～
幸せ視点のイノ
ベーション、②府中
の社会課題～社会
課題解決の実践事
例、③ソーシャルビ
ジネス～社会課題
の事業化、④横浜
市の「共創」～自治
体と企業の連携、
⑤みんぷら～価値
あるチャレンジのた
めに

【参加者数】
①42人②59人③24
人④31人⑤15人

新型コロナウイル
ス感染症の感染
拡大防止に配慮
しながら、より多く
の参加者が集ま
るよう、従来の実
施方法にとらわれ
ず、情報交換の
機会を提供する。

計画通りに
進んでいる

地域課題解決プ
ラットフォーム「みん
ぷら」を開催し、多
様な市民が集まっ
て話し合い、各自が
社会貢献プロジェク
トを検討するスクー
ルを開催した。ま
た、テーマごとに
ワークショップを開
催し、多様な市民が
課題を共有する機
会を提供した。

［参加者数］
①連続講座：198人
②ワークショップ：82
人

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

多様な市民が集まり、地域
課題などを話し合う場の提
供を行うことができた。

地域課題解決プラットフォー
ム「みんぷら」については令
和４年度も引き続き実施し、
より参加者が一丸となって
特定の課題解決に取り組む
ためのコレクティブ・インパ
クト事業を開始する予定。

16 協働推進
課

養成講座を実施し、協働の
コーディネーターを育成しま
す。また、協働のコーディ
ネーター登録制度等、講座
修了生の学びを地域に還元
できる仕組みについて検討・
実施します。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

「つなぎすと府中
養成講座」（全7
回）の開催。
修了生が市民活
動団体を作り活
動開始。

講座修了生をど
のように協働の
コーディネーター
として活躍しても
らうか、制度を検
討した。

「つなぎすと養成
講座」の受講生の
レベルがまちまち
で、講座に期待す
るものにばらつき
がある。

講座修了生がグ
ループを作り、積
極的に活動を始
めているが、コー
ディネーターとし
ては活動経験値
が不足している。

「つなぎすと養成
講座」に加え、修
了生を対象とした
「アドバンス講座」
を開催し、スキル
アップを図る。
経験値の不足を
補うための「つな
ぎすと実践塾（イ
ンターンシップ）」
を開催し、その修
了生には、コー
ディネーターとし
て仕事を依頼す
るなどの一連の
仕組みをトータル
で実施する。

計画通り
に進んで
いる

「つなぎすと府中
養成講座」（全8
回）の開催し、11
名が修了。

修了生対象に、
交流づくりとモチ
ベーションの維
持、更なるスキル
アップを目的とし
た「つなぎすとアド
バンスト講座」を3
回開催し、延べ41
名の参加。

実活動経験の不
足を帯びない、府
中でのネットワー
クづくりのために
「つなぎすと実践
塾」を実施し、活
動団体でのイン
ターンを体験して
もらい、「つなぎす
と」として認定する
コースを設け、6
名が参加、5名が
修了した。

継続して「つなぎ
すと養成講座」を
開催し、すそ野を
広げていく。
アドバンスト講座
でスキルアップ、
ネットワークとモ
チベーションの向
上を図る。
実践塾でコーディ
ネーターとしての
足掛かりをつかん
でもらう。

「つなぎすと」の実
践・活用の機会を
設ける。

計画通り
に進んで
いる

・つなぎすと養成
講座は緊急事態
宣言の発令により
中止としたが、ア
ドバンスト講座の
回数を増やし、一
般参加も受け入
れた。オンライン
時代ならではの
実用的なツール
や開催手法につ
いて学び、つなぎ
すととして必要な
知識を得る機会
を設けた。
・つなぎすと実践
塾として6名が府
中市内の団体へ
のインターンに参
加した。
・内、つなぎすと
府中への登録5名

・前年度実施でき
なかった、つなぎ
すと養成講座（連
続講座）を実施す
る。
・つなぎすと実践
塾（インターン）も
開催し、継続して
「つなぎすと府中」
としての人材を輩
出していく。

計画通りに
進んでいる

・協働のコーディ
ネーターを育成す
る連続講座を開
催したが、コロナ
禍で前半はオンラ
イン、後半は対面
での開催となっ
た。7名が修了し
た。
・また、過去受講
生向けの「アドバ
ンスト講座」を2回
開催し述べ32名
が参加した。
・つなぎすと実践
塾に4名が参加
し、3名が修了、
新規に「つなぎす
と府中」として登
録した。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

コロナの影響は受けたが、
連続講座・アドバンスト講
座。実践塾という流れがで
き、「つなぎすと」の育成が
図られた。
また、養成した「つなぎすと」
に、モデル事業への参画を
呼び掛けたり、まちづくり
ワークショップでのファシリ
テーターを務めてもらったら
り、協働まつりの委員を務
めてもらうなどのコーディ
ネーター的役割を提供する
ことができた。

既活動層の参加がこれまで
少なかったことを踏まえ、活
動層が参加しやすい日程な
ど連続講座の開催方法や
プログラムをさらに工夫し、
継続する。

つなぎすとの役割を周囲に
もアピールし、出番を開拓し
ていく。

17 協働推進
課

全課

協働に係る先進事例等の情
報を収集するとともに、各活
動団体とのコーディネート役
を担えるよう、各課に市民協
働推進員を配置するととも
に、各課において協働の取
組を更に推進できるよう、効
果的な活用を検討・実施しま
す。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

各課に市民協働
推進員を設置し、
職員研修への出
席のほか、市民
協働のまちづくり
カフェへの出席を
通して、協働に必
要な対話の大切
さを学ぶとともに
個人・職員・事業
としてできることを
理解いただいた。
また、研修のオリ
エンテーションで
市民協働推進員
の役割と協働事
業提案制度など
について講義を
行った。
【推進員の数】
５２人

市民協働推進員
の役割や研修内
容について、課に
よって認識にばら
つきがある。

課内・係内で研修
内容や学びを共
有してもらうよう促
す。

計画通り
に進んで
いる

各課に市民協働
推進員を設置し、
職員研修への出
席のほか、市民
協働のまちづくり
カフェへの出席を
通して、協働に必
要な対話の大切
さを学ぶとともに
個人・職員・事業
としてできることを
理解いただいた。
また、研修のオリ
エンテーションで
市民協働推進員
の役割と協働事
業提案制度など
について講義を
行った。
【推進員の数】
５４人

課内・係内で研修
内容や学びを共
有してもらうよう促
す。

計画通り
に進んで
いる

各課に市民協働
推進員を設置し、
職員研修への出
席を通して、協働
を検討する際の
視点を学ぶととも
に個人・職員・事
業としてできるこ
とを理解いただい
た。
【推進員の数】
５４人

市民協働推進員
の役割を再認識
してもらい、課内・
係内で研修内容
や学びを共有して
もらうよう促す。

計画通りに
進んでいる

各課に市民協働
推進員を設置し、
職員研修に出席
いただき、協働を
検討する際の視
点を学んだ後、所
属課において協
働を周知するた
めのチラシを作成
し、周知していた
だいた。
【推進員の数】
５４人

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

市民協働推進員が作成した
チラシを所属課で周知した
ことにより、令和3年度の職
員の協働の理解度は9割を
超えた。

引き続き、市民協働推進員
の役割を再認識してもら
い、課内で研修内容や学び
を共有してもらうよう促す。

18 協働推進
課

より使いやすい施設とするた
めに、市民、各活動団体等
の利用者を中心に運営協議
会を設置し、意見を反映しま
す。

検討 検討 検討
計画通り
に進んで
いない

利用者アンケート
の実施、プラッツ
への手紙入れ
ボックスを設置
し、市民意見を反
映させる取り組み
を行った。
運営協議会の設
置は施設運営が
軌道に乗ってから
ということで保留
中。

市民の声をより施
設運営に反映さ
せ、使いっぱなし
にならない意識の
醸成が必要。

利用者アンケー
ト、日常のロビー
ワーク、プラッツ
への手紙のほ
か、「運営協議
会」の設置につい
ても引き続き検討
する。

計画通り
に進んで
いない

利用者アンケート
の実施、プラッツ
への手紙ボックス
の設置。また月2
回の相談所の開
設や日常的なロ
ビーワークにより
市民意見を反映
させる取り組みを
行った。

利用者アンケー
ト、日常のロビー
ワーク、プラッツ
への手紙のほ
か、運営協議会
の設置は次年度
の設置をめざす。

計画通り
に進んで
いる

コロナ禍のため5階
オープンスペース、
6階青少年コーナー
等の閉鎖により、相
談所の開設や日常
的なロビーワーク、
プラッツへの手紙
ボックスの設置及び
回答の掲示の取り
組みは例年のよう
にはできなかった
が、利用者アンケー
トと「プラッツの明日
を語ろう」（運営協
議会）を実施した。

コロナ禍が改善さ
れたら、相談所開
設、プラッツへの手
紙、ロビ-ワーク等
積極的に取り組む。
また、「プラッツの明
日を語ろう」（運営
協議会）を年2～3回
開催し、運営に利
用者意見の反映を
行う。

計画通りに
進んでいる

「プラッツの明日を
語ろう」（運営協議
会）を開催し、市民
意見を直接聞く機
会を設けた。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

運営協議会を開催し、数回
にわたって多様な市民意見
を聴くことができ、市民活動
センターに対する期待など
を知ることができた。

引き続き、運営協議会とし
て市民意見を聴く場を設定
する。また、よりいっそう多
様な参加者を募るため、事
業タイトルや内容を変更す
るなどの工夫を行う。

市民協働推進員の設置

市民協働のまちづくりカ
フェの実施

目標（２）情報共有と双方向のコミュニケーション機能の拡充

推進方策４　協働のコーディネート機能の育成

目標（１）協働のコーディネーターの育成及び活用

双方向のコミュニケーショ
ンに向けた取組の検討・実
施

協働のコーディネーターの
育成及び活用方法の検討

市民活動拠点施設の運営
に係る市民意見の反映

推進方策５　市民活動拠点施設等の有効活用

目標（１）協働の拠点としての市民活動拠点施設の活用

府中市
テキストボックス
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計画
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進捗状況

R2
R3

R1

事業内容 4年間（Ｈ30～Ｒ3）の総括R2H30 R1

19 建築施設
課

各公共施
設所管課

公共施設マネジメント の考え
方に基づく、既存公共施設の
在り方や機能の見直しに当
たっては、市民協働機能も含
めた市民ニーズを捉えた活
用ができるよう、各施設所管
課と検討を進めます。

継続実施 継続実施
検討結果
とりまと

め

計画通り
に進んで
いる

第２次府中市公
共施設マネジメン
ト推進プランで定
める各施設の取
組の進ちょく状況
の把握と取組の
推進を図った。

既存公共施設に
ついて、老朽化の
進行状況や市の
財政状況も踏ま
えつつ、協働の推
進等の新たな市
民ニーズを把握
し、対応する必要
がある。

第２次府中市公
共施設マネジメン
ト推進プランに基
づき、着実に取組
が推進されるよう
に、適切な進行管
理を行う。

計画通り
に進んで
いる

第２次府中市公
共施設マネジメン
ト推進プランで定
める各施設の取
組の進ちょく状況
の把握と取組の
推進を図った。

第２次推進プラン
に基づき、各施設
における取組の
適切な進行管理
を行う。また、令
和３年度末で第２
次推進プランの
計画期間が満了
するため、新たな
プランの策定に向
けて検討を行う。

計画通り
に進んで
いる

第２次府中市公
共施設マネジメン
ト推進プランで定
める各施設の取
組の進ちょく状況
の把握と取組の
推進を図った。ま
た、各施設におけ
る経年の利用状
況などを取りまと
めた公共施設白
書を作成した。

第２次推進プラン
に基づき、各施設
における取組の
適切な進行管理
を行う。
また、引き続き第
２次推進プランの
計画期間満了に
伴う次期プランの
策定に向けて検
討を行う。

計画通りに
進んでいる

第２次推進プラン
の最終年度として
４年間の取組の
総括を行い、次期
プランにつなげ
た。
また、次期推進プ
ランである第３次
推進プランは、
オープンハウス等
を実施し、市民意
見を聴収しながら
策定した。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

協働の推進のための場とし
ての既存公共施設に係る活
用方策の検討は、第２次推
進プランに基づく、各施設の
取組の中で共に検討し、進
捗管理を行った。令和３年
度は、それらの４年間の取
組結果を取りまとめ、次期
推進プランである第３次推
進プランを策定した。

協働の推進のための場とし
ての既存公共施設に係る活
用方策の検討は、第３次推
進プランにおいても引き続
き行っていく。

20 新庁舎建
設推進室

協働推進
課

府中市庁舎建設基本計画の
考え方を踏まえながら、新庁
舎建設の設計において計画
した、市民との協働を支える
場を整備します。

継続検討 継続検討 継続検討
計画通り
に進んで
いる

広報特別号の発
行により、「市民
協働ラウンジ」を
含め実施設計の
内容を周知した。

「はなれ」完成時
期を踏まえ、市民
協働ラウンジの具
体的な運用方法
について定めて
いく必要がある。

市民協働のあり
方等の動向に注
視していく。

令和元年5月
に見直しを
行い、新庁
舎建設工事
の着工時期
を令和3年5
月とし、しゅ
ん工を令和8
年11月に予
定している。

計画通り
に進んで
いる

府中駅北第２庁
舎へ先行移転し
た市民協働推進
部において、新庁
舎で想定している
オフィスレイアウト
及び備品の試行
実施を行った。

市民協働ラウンジ
の備品の選定を
進めていくうえ
で、試行実施の
結果を反映すると
ともに、市民協働
のあり方等の動
向に注視しなが
ら、具体的な運用
方法について定
めていく必要があ
る。

計画通り
に進んで
いる

新庁舎建設施工
者選定委員会を
設置し、新庁舎の
建設工事を行う
施工者の選定を
行い、新庁舎建
設工事請負契約
を締結した。

令和８年度の「は
なれ」供用開始に
向け、着実に工事
を進めるととも
に、市民協働ラウ
ンジの運用方法
について検討を
行う

計画通りに
進んでいる

新庁舎建設工事
に着手し、順調に
工程を進めた。

市民協働ラウンジ
の備品及び運用
については、令和
８年の「はなれ」
供用開始に向け、
協働共創推進課
と協議、検討を
行っていく。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

新庁舎建設工事は予定通
り令和３年５月に着工した。
備品については、市民協働
推進部における試行実施の
結果を反映しながら検討を
進めている。

令和８年度の「はなれ」供用
開始に向け、着実に工事を
進めるとともに、市民協働ラ
ウンジの運用方法及び備品
について検討を行う

21 政策課 全課

市が推進する市民協働の取
組に賛同いただき、資金面で
支援いただける方からの善
意を汲み取りやすくするた
め、寄附に係る窓口の一本
化や手続の簡素化を図り、
寄附をしやすい環境づくりに
取り組みます。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

ふるさと納税を通
じて本市の魅力を
ＰＲするため、市
内事業者向けに
ふるさと納税の返
礼品掲載に係る
説明会を実施す
るなど、返礼品の
拡充を図った。

寄附金額を一定
以上保つには、定
期的な返礼品の
リニューアルが必
要となるため、新
規の返礼品の開
拓や府中市をＰＲ
できる特産品の
開発など対応しな
ければならいな
い。

市から市内企業
に積極的な声が
けを行うとともに、
説明会等を実施
し、返礼品の拡
大・拡充に努め
る。

計画通り
に進んで
いる

ふるさと納税を通
じて本市の魅力を
ＰＲするため、市
内事業者向けに
ふるさと納税の返
礼品掲載に係る
案内を広報や
ホームページを活
用して実施し、返
礼品の拡充を
図った。

新規返礼品の開
拓や府中市をＰＲ
できる特産品の
開発等に対応す
るため、市から市
内企業に積極的
な声がけを行い、
返礼品の拡大・拡
充に努める。
また、市への寄附
を通じて、新型コ
ロナウイルス感染
症の影響で困難
な状況にある方を
支援できるよう、
感染症対策のた
めの寄附金を募
集する。

計画通り
に進んで
いる

ふるさと納税を通じ
て本市の魅力をＰＲ
するため、市内事
業者向けにふるさと
納税の返礼品掲載
に係る案内を広報
やホームページを
活用して実施し、返
礼品の拡充を図っ
た。また、さらなる
本市の魅力発信を
目的に、寄附受付
に係るポータルサイ
トの追加を行った。
さらに、クラウドファ
ンディング型のふる
さと納税を実施し、
目標金額を上回る
寄附金をいただき、
「ラグビーのまち府
中」の象徴となるモ
ニュメントを京王線
府中駅前に設置し

寄附者の選択肢
が増えるよう、市
内業者に協力を
仰ぐなど、幅広く
魅力的な返礼品
を用意する。ま
た、寄附受付窓
口の拡張を図る
ため、ポータルサ
イトの追加を検討
する。

計画通りに
進んでいる

ふるさと納税を通じ
て本市の魅力をＰＲ
するため、市内事
業者向けにふるさと
納税の返礼品掲載
に係る案内を広報
やホームページを
活用して実施し、返
礼品の拡充を図っ
た。また、さらなる
本市の魅力発信を
目的に、寄附受付
に係るポータルサイ
トの追加を行った。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

４年間を通じて年間寄附額
は毎年増額している。平成
３０年度と令和３年度の寄
附額を比べると３億７千万
円以上増額することができ
た。ポータルサイトの追加な
どで寄附しやすい環境整備
を行ったことから成果が出
たものと考える。

寄附者の選択肢が増えるよ
う、市内業者に協力を仰ぐ
など、幅広く魅力的な返礼
品を用意する。また、寄附
受付に係るポータルサイト
の追加や、広告を掲出する
など寄附につながりやすい
環境づくりを検討する。

22 協働推進
課

コミュニティビジネスを実施す
る市民活動団体や企業等の
育成及び支援に取り組みま
す。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

SB/CB個別相
談、コミュニティビ
ジネス入門講座
（3クール）の開催
を通じて、SB/CB
の起業を促した。
起業支援コー
ナーの利用の促
進に注力し、利用
者の交流会を実
施するなど、ビジ
ネスチャンス獲得
のきっかけの場を
提供した。

SB/CBの起業家
育成のための、
地域内の他機関
との連携の場が
できていない。起
業支援スペース
のキャパシティが
少ない。

地域内の金融機
関、商工会議所・
経済観光課との
連携体制づくり。
テーマを特化した
SB/CB起業に関
連した連続講座
の検討。

計画通り
に進んで
いる

SB個別相談の開
催、起業支援コー
ナーの利用促進、
「ソーシャルビジ
ネスツアー」の開
催、たましん等地
域機関と連携した
セミナーの開催な
どに取り組んだ。

個別相談の利用
をよりしやすくす
るために、たまし
んの月1回の対応
以外にも柔軟に
対応できるよう
に、アドバイザー
の確保といつでも
マッチイングでき
る仕組みを作っ
た。起業支援コー
ナーの本来の目
的と減利用状況
の整合性を取る
ため、R2下期より
「ソーシャルビジ
ネスラボ」として
目的を明確にア
ピールする方針を
固めた。

計画通り
に進んで
いる

個別相談アドバイ
ザー23名に登録
していただき、相
談者のニーズに
合わせたマッチン
グをしやすい体制
を整えた。合同個
別相談会を開催
した。NPOガイダ
ンス動画を東京
都行政書士会府
中支部の協力で
作成した。
ソーシャルビジネ
スラボにメンター
を配置した。

個別相談利用促
進のためのパン
フレットを作成す
る。
ソーシャルビジネ
スラボの広報を強
化し、セミナー等
を開催する。

計画通りに
進んでいる

NPO・ソーシャル
ビジネス個別相
談アドバイザーに
関するパンフレッ
トを作成し、相談
利用を促進した。
また、ソーシャル
ビジネスラボにメ
ンター配置し、相
談を受けやすい
体制を整備した。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

ソーシャルビジネスの立ち
上げ件数の累計が目標値３
件に対し１７件という結果と
なり計画を上回って達成し
た。理由としては、ソーシャ
ルビジネスに関する取組だ
けではなく、市民活動入門
講座や各種イベントなどを
通じて繋がった市民への継
続的なフォローアップを行う
ことで、徐々に事業の立ち
上げに繋がっていると考え
れる。

引き続き、ソーシャルビジネ
スラボを活用して事業の立
ち上げ支援を行っていく。ま
た、６階エスカレーター横の
スペースを青少年・コワー
キングスペースとすること
で、起業予備軍との接点創
出を図る。

23 協働推進
課

全課

市民が自由な発想に基づ
き、協働事業の実施を市に
対して提案をできる制度につ
いて、複数年度で実施できる
よう検討し、充実を図ります。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

平成31年度提案
募集（平成30年度
実施）から複数年
度での提案が可
能となるよう制度
の見直しを行っ
た。また、市民提
案型市民活動支
援事業助成金や
民間の助成金に
つなげるなど、よ
り一層効果的・効
率的な事業となる
よう事前相談業
務のみ指定管理
者に移行した。
【平成30年度提案
事業数】
5事業
【平成30年度実施
事業数】
3事業

平成31年度提案
募集（平成30年度
実施）から複数年
度での提案が可
能となったことか
ら、より一層制度
の周知と庁内理
解を推進する必
要がある。
また、事前相談業
務を指定管理者
に移行したことか
ら、指定管理者の
制度への十分な
理解が必要であ
る。

庁内へのより一
層の制度周知を
図るため、市民協
働推進員研修や
管理監督職対象
研修で周知を行
う。

計画通り
に進んで
いる

【令和元年度提案
事業数】
3事業
【令和元年度実施
事業数】
5事業

庁内へのより一
層の制度周知を
図るため、市民協
働推進員研修や
管理監督職対象
研修で周知を行
う。

計画通り
に進んで
いる

【令和２年度提案
事業数】
２事業
【令和２年度実施
事業数】
２事業

応募の様式を見
直すとともに、制
度への庁内理解
が不十分である
ため職員研修等
で周知を行う。

計画通りに
進んでいる

【令和３年度提案
事業数】
１事業
【令和３年度実施
事業数】
２事業

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

平成31年度提案募集（平成
30年度実施）から複数年度
での提案が可能となり、制
度の充実を図ることができ
た。

より活用しやすく、地域の課
題解決につながる事業の提
案がなされるよう、制度の
仕組みを見直す。

コミュニティビジネス実施
団体の育成及び支援

寄附をしやすい環境の整
備

目標（２）既存公共施設の活用方策の検討

目標（３）新庁舎における協働を支える場の整備

推進方策６　市民自身が市民の活動を支える環境づくり

市民提案型協働事業提案
制度の充実

新庁舎における協働を支
える場の整備

協働の推進のための場と
しての既存公共施設に係
る活用方策の検討

目標（１）市民が市民の活動を資金面で支援する仕組みの検討

目標（２）コミュニティビジネス実施団体の育成及び支援

推進方策７　協働事業提案制度の充実

目標（１）協働事業提案制度の充実

府中市
テキストボックス
20
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24 協働推進
課

全課

市が定めた地域課題に係る
テーマに基づき、協働事業の
実施を市に対して提案できる
制度について、より活用しや
すい制度となるよう検討し、
充実を図ります。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

募集時期の見直
しを行うとともに
協働可能性調査
において行政提
案型協働事業の
活用を呼び掛け
るなど、提案数増
加のための改善
を行った。
【平成30年度提案
事業数】
1事業
【平成30年度実施
事業数】
1事業

庁内からのテーマ
応募が少なく、提
案数も減少傾向
にある。

応募の回答様式
を見直すとともに
テーマ応募時に
他市事例の紹介
など積極的に活
用を促す。

計画通り
に進んで
いる

応募の回答様式
を見直すとともに
テーマ応募時に
他市事例の紹介
を行うなど、積極
的に活用を促し、
提案数増加のた
めの改善を行っ
た。
【令和元年度提案
事業数】
1事業
【令和元年度実施
事業数】
1事業

庁内からのテーマ
応募が少なく、提
案数も減少傾向
にある。

計画通り
に進んで
いる

テーマ応募の回
答様式を見直す
とともにテーマ応
募時に他市事例
の紹介を行うな
ど、積極的に活用
を促し、提案数増
加のための改善
を行った。
【令和２年度提案
事業数】
１事業
【令和２年度実施
事業数】
１事業

応募の回答様式
を見直すとともに
職員研修時に制
度紹介を行うなど
積極的に活用を
促す。

計画通りに
進んでいる

テーマ応募の回
答様式を見直す
とともにテーマ応
募時に他市事例
の紹介を行うな
ど、積極的に活用
を促し、提案数増
加のための改善
を行った。
【令和３年度提案
事業数】
２事業
【令和３年度実施
事業数】
２事業

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

各課に向けたテーマ募集方
法の見直しや、事業の提案
様式の見直しにより、より活
用しやすい制度となるよう
取り組んだ。

提案数、実施件数ともに例
年１、２事業であることにつ
いては、引き続き課題であ
るため、より活用しやすく、
地域の課題解決につながる
事業の提案がなされるよ
う、制度の仕組みを見直
す。
また、テーマ募集について
庁内に対する周知を強化す
る。

25 協働推進
課

各活動団体が、様々な主体
との協働事業の実施を提案
できる仕組みについて、検討
し、整備します。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

市民活動センター
において、魅力的
な活動の発掘と、
立ち上げまもない
事業実施の経験
がない団体の育
成を目的に、「プ
ラッツと。」として
事業企画運営で
協働する団体等
を公募し、その実
施に向けて伴走
サポートを行っ
た。

市民活動センター
が「プラッツと。」
で中間支援組織
として提案団体の
伴奏サポートして
いく中で、様々な
主体の新たなつ
ながりが生まれて
いる。そのような
動向を踏まえて、
市においても引き
続き検討を行う。

計画通り
に進んで
いる

市民活動センター
において、魅力的
な活動の発掘と、
立ち上げまもない
事業実施の経験
がない団体の育
成を目的に、「プ
ラッツと。」として
事業企画運営で
協働する団体等
を公募し、その実
施に向けて伴走
サポートを行っ
た。

市民活動センター
が「プラッツと。」
で中間支援組織
として提案団体の
伴奏サポートして
いく中で、様々な
主体の新たなつ
ながりが生まれて
いる。そのような
動向を踏まえて、
市においても引き
続き検討を行う。

計画通り
に進んで
いる

職員研修やその
他事業において、
市民や職員に対
し、協働推進課が
協働事業の提案
先窓口となる旨を
強くＰＲし、提案が
あった際は、協働
相手とのマッチン
グや協働事業の
伴走を行った。
（「プラッツと。」は
助成金制度見直
しによりＲ1にて終
了し、Ｒ2より
「エール」へ統
合。）

引き続き、協働推
進課が協働事業
の提案先窓口と
なることについて
の周知を図るとと
もに、協働推進課
のコーディネート
機能の充実に努
める。

計画通りに
進んでいる

職員研修やその
他事業において、
市民や職員に対
し、協働推進課が
協働事業の提案
先窓口となる旨を
強くＰＲし、提案が
あった際は、協働
相手とのマッチン
グや協働事業の
伴走を行った。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

協働推進課が協働事業の
提案先窓口となる旨を庁内
外にＰＲし、各課と企業・大
学等の連携促進や市民活
動センターを介した市民団
体とのマッチング、伴走支
援を行った。

引き続き、協働推進課が協
働事業の提案先窓口となる
ことについての周知を図る
とともに、協働共創推進課
のコーディネート機能の充
実に努める。

26 協働推進
課

全課

市の事務事業の協働の可能
性を検討するため、引き続き
協働可能性調査を実施しま
す。
また、調査結果を活用すると
ともに、事務事業評価制度や
政策会議などを通じ、新たな
協働事業の実施に係る提案
を促進します。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

調査項目の見直
しを行い協働で実
施していない事業
について行政提
案型協働事業の
活用に結びつけ
られるよう、改善
を図るとともに、
調査方法につい
ても見直しを行っ
た。

協働で実施してい
ない事業につい
ては「行政提案型
協働事業」の制度
を活用するよう呼
び掛けているが、
より主管課が積
極的に協働の可
能性を検討する
仕組みが必要で
ある。

引き続き、調査項
目の見直しを行
い協働可能性調
査を通じて主管課
がより積極的に新
たな協働事業の
実施に係る提案
や職員提案など
の業務改善に結
びつけられるよう
働きかける。

計画通り
に進んで
いる

新たな協働事業
の実施に係る提
案を促進するた
め、職員研修や
庁内報にて「行政
提案型協働事業」
の周知を行うとと
もに、プラッツの
活用や企業との
連携に関する周
知を行った。

市の事務事業の
協働化の検討
や、新たな協働事
業の実施に係る
提案が促進する
よう、引き続き、
「行政提案型協働
事業」、プラッツ及
び企業連携の活
用について、周知
を行う。

計画通り
に進んで
いる

新たな協働事業
の実施に係る提
案を促進するた
め、職員研修や
庁内報にて「行政
提案型協働事業」
の周知を行うとと
もに、プラッツの
活用や企業との
連携に関する周
知を行った。

市の事務事業の
協働化の検討
や、新たな協働事
業の実施に係る
提案が促進する
よう、引き続き、
「行政提案型協働
事業」、プラッツ及
び企業連携の活
用について、周知
を行う。

計画通りに
進んでいる

新たな協働事業
の実施に係る提
案を促進するた
め、職員研修等
にて「行政提案型
協働事業」の周知
を行うとともに、プ
ラッツの活用や包
括協定を締結して
いる企業・大学等
との連携に関する
周知を行った。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

新たな協働事業の実施に
係る提案を促進するため、
職員研修や庁内報にて「行
政提案型協働事業」の周知
を行うとともに、プラッツの
活用や包括協定を締結して
いる企業・大学等との連携
に関する周知を行ったこと
で、特に企業との連携につ
いて各課での活用が進ん
だ。

引き続き、「行政提案型協
働事業」や、プラッツ及び包
括協定を締結している企
業・大学等の活用につい
て、周知を行う。

27 協働推進
課

市民や各活動団体から、協
働事業の実施等について相
談や提案を受ける場合や、
協働事業の提案がなされた
場合のマッチングの仕組み
など、協働事業に関する手順
などを示す庁内のルールに
ついて更なる周知を図りま
す。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

「提案型協働事業
募集要領」の作成
にあたり、問合せ
が多い質問を
Q&Aとして掲載す
るなど、引き続き
内容の充実を
図った。
また、市民活動セ
ンターと連携し、
協働事業提案制
度の周知のため
のパンフレット「あ
なたのやりたいを
応援するガイド」
を作成した。

引き続き、問合せ
が多い質問の
Q&Aを更新する
ほか、市民活動
センターと連携し
ながら制度周知
を図る。

計画通り
に進んで
いる

「提案型協働事業
募集要領」の作成
にあたり、問合せ
が多い質問を
Q&Aとして掲載す
るなど、引き続き
内容の充実を
図った。
また、市民活動セ
ンターと連携し作
成した、協働事業
提案制度の周知
パンフレット「あな
たのやりたいを応
援するガイド」を
改定した。

引き続き、問合せ
が多い質問の
Q&Aを更新する
ほか、市民活動
センターと連携し
ながら制度周知
を図る。

計画通り
に進んで
いる

「提案型協働事業
募集要領」の作成
にあたり、問合せ
が多い質問を
Q&Aとして掲載す
るなど、引き続き
内容の充実を
図った。

引き続き、問合せ
が多い質問の
Q&Aを更新する
ほか、市民活動
センターと連携し
ながら制度周知
を図る。

計画通りに
進んでいる

「提案型協働事業
募集要領」の作成
にあたり、問合せ
が多い質問を
Q&Aとして掲載す
るなど、引き続き
内容の充実を
図った。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

「提案型協働事業募集要
領」に、問合せが多い質問
をQ&Aとして掲載するなど、
内容の充実を図った。
また、市民活動センターと
連携し、協働事業提案制度
の周知パンフレット「あなた
のやりたいを応援するガイ
ド」の作成・改定を行った。

引き続き、市民活動セン
ターと連携しながら制度周
知を図る。

28 協働推進
課

協働事業の進捗状況等につ
いて、連絡調整を行うため、
協働事業を実施する関係部
署において構成する市民協
働推進委員会を設置すると
ともに、更なる活用を図りま
す。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

引き続き市民協
働の推進に係る
各種事業の実施
結果の報告や、
意見交換等を通
して、連絡調整を
行うとともに、協
働事業評価対象
事業の抽出を
行った。
【開催回数】
3回

各課において協
働を推進できるよ
うな働き掛けにつ
いて、より意見を
いただく必要があ
る。

継続して当該委
員会を設置し、関
係部署との連絡
調整を行ってい
く。

計画通り
に進んで
いる

引き続き市民協
働の推進に係る
各種事業の実施
結果の報告や、
意見交換等を通
して、連絡調整を
行うとともに、協
働事業評価対象
事業の抽出を
行った。
【開催回数】
1回

継続して当該委
員会を設置し、関
係部署との連絡
調整を行ってい
く。

計画通り
に進んで
いる

・市民協働の推進
に係る各種事業の
実施結果の報告
や、意見交換等を
通して、連絡調整を
行った。
【開催回数】１回
・７月～３月、新型コ
ロナウイルス感染
症対策市民協働事
業「Share Fuchu
Project」の２次審査
を実施した。
【書面開催回数】９
回

継続して当該委
員会を設置し、関
係部署との連絡
調整を行ってい
く。

※Share FUCHU
Project…新型コロ
ナウイルス感染症
により市内に生じて
いる地域課題を解
決するために市民
活動団体等が実施
する事業に対して、
市からの奨励金交
付の支援等を行うこ
とで、市民協働によ
る地域課題の解決
を促すもの

計画通りに
進んでいる

・市民協働の推進
に係る各種事業の
実施結果の報告
や、意見交換等を
通して、連絡調整を
行った。
【開催回数】１回
・また、コロナ課題
解決型ソーシャルビ
ジネス協働事業助
成金の審査を実施
した。
【書面開催回数】２
回

※コロナ課題解決
型ソーシャルビジネ
ス協働事業助成金
…新型コロナウイ
ルス感染症により
生じた地域課題を
解決するため、課
題解決に取り組む
ソーシャルビジネス
事業者と市が協働
で実施する事業に
対して助成するも
の。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

市民協働の推進に係る各
種事業の実施結果の報告
や、意見交換を行うととも
に、「提案型協働事業」の選
考に係るオブザーバーや
「Share FUCHU Project」や
「コロナ課題解決型ソーシャ
ルビジネス協働事業助成
金」の審査を実施した。

引き続き、市民協働の推進
に係る各種事業の実施結
果の報告や、意見交換等を
通して、連絡調整を行う。

協働推進課

29 協働推進
課

協働の推進に係る取組の進
捗状況等について評価・検
証を行うとともに、基本方針
や市民協働推進行動計画の
見直し、条例制定等について
調査・研究を行うため、市民
や学識経験者等で構成する
市民協働推進会議を設置し
ます。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

協働事業の評
価、提案型協働
事業の選定、協
働の推進に関す
る条例の要否を
含めた検討を
行った。
また評価項目や
評価方法の見直
しの検討を行っ
た。

【開催回数】
５回

より効果的・効率
的にヒアリングが
実施できるよう検
討する必要があ
る。

ヒアリング及び評
価を効果的に行う
ことができるよう、
実施方法の見直
しを検討する。

計画通り
に進んで
いる

協働事業の評
価、提案型協働
事業の選定を
行った。
また評価項目や
評価方法の見直
しの検討を行っ
た。

【開催回数】
３回

ヒアリング及び評
価を効果的に行う
ことができるよう、
実施方法の見直
しを検討する。

計画通り
に進んで
いる

協働事業の評
価、提案型協働
事業の選定を
行った。

【開催回数】
１回

評価を効果的に
行うことができる
よう、実施方法の
見直しを検討す
る。

新型コロナウイル
ス感染症の影響
により、開催内容
及び回数を削減
し、開催した。

計画通りに
進んでいる

協働事業の評
価、提案型協働
事業の選定を
行った。

【開催回数】
４回

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

協働の推進に係る取組の
進捗状況等について評価・
検証を行うとともに、府中市
市民協働の推進に関する
基本方針の見直しを行っ
た。

引き続き、評価を効果的に
行うことができるよう、実施
方法を検討する。

市民協働推進員の設置

市民協働推進委員会の設
置

市民協働推進会議の設置

協働事業の相談・提案に
係る受付とマッチングに関
するルールの周知

市の事務事業に係る協働
事業化の推進

行政提案型協働事業提案
制度の充実

目標（１）協働事業の相談・提案に係る受付とマッチングに関するルールの周知及び充実

目標（２）協働の推進に資する体制づくり

様々な主体による協働事
業の提案の仕組みの検討

目標（２）市の事務事業に係る協働事業化の推進

推進方策８　協働を推進するための組織的な仕組みづくり

府中市
テキストボックス
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進捗状況 実績 課題 次年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 R2年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 R3年度へ向けた取組 備考 進捗状況 実績 備考 評価 評価の根拠
Ｒ4以降継続していく取組や将来的な考

え

No 主管課推進方策・目標・施策 関係課

計画

R3

進捗状況

R2
R3

R1

事業内容 4年間（Ｈ30～Ｒ3）の総括R2H30 R1

30 政策課

市の施策の検討等を行う際
に、広く市民の意見を聞くた
め、附属機関等を設置する
際には、公募委員制度を積
極的に採用するとともに、よ
り市民が参画しやすいよう、
制度を拡充します。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いない

H30.4.1現在
44.9％（前年比-
1.4％）

専門的な知識、
経験を有する者を
委員とする場合
や設置期間が長
い機関について
は、改善が困難
である。

公募委員が在籍
する附属機関等
の割合が増加す
るよう、関係課に
働きかけを行って
いく。

計画通り
に進んで
いない

H31.4.1現在
45.1％（前年比
+0.2％）

各附属機関等の
委員選任に係る
調整を適正に行
い、公募委員が
在籍していない機
関等については
積極的な採用が
なされるよう関係
課に働きかけて
いく。

専門的な知
識、経験を有
する者を委
員とする場
合や設置期
間が長い機
関について
は、改善が
困難である。

計画通り
に進んで
いる

R2.4.1現在50.9%
（前年比+5.8％）

各附属機関等の
委員選任に係る
調整を適正に行
い、公募委員が
在籍していない機
関については積
極的な採用がな
されるよう各所管
課に働きかけて
いく。

専門的な知識、
経験を有する者を
委員とする場合
や設置期間が長
い機関について
は、改善が困難
である。

計画通りに
進んでいる

R3.4.1現在58.3%
（前年比+7.4％）

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

公募委員が在籍している機
関の割合について、４年間
で13.4ポイント増加した。機
関数の半数以上で登用でき
ており、各所管課へ積極的
な登用の働きかけを行った
ことから成果が出たものと
考える。

各附属機関等の委員選任
に係る調整を適正に行い、
公募委員が在籍していない
機関については積極的な採
用がなされるよう各所管課
に働きかけていく。

31 協働推進
課

全課

市民と市とが実施した協働
事業について、市民と市それ
ぞれの立場から、整備をした
評価・検証の手法に基づき
点検・評価を行い、課題や改
善点を共有するとともに、具
体的な改善に取り組みます。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

評価結果の公表
とあわせ、評価対
象事業について
後追い調査を実
施し、改善の取組
の把握を行った。

引き続き、評価結
果の公表とあわ
せ、評価対象事
業について後追
い調査を実施し、
改善の取組を把
握する。

計画通り
に進んで
いる

協働事業等評価
制度に基づき評
価を実施し、評価
結果を事業実施
者に共有した。ま
た、庁内で報告す
るとともに、市
ホームページに
おいて公表した。

引き続き、評価結
果の公表とあわ
せ、評価対象事
業について後追
い調査を実施し、
改善の取組を把
握する。

計画通り
に進んで
いる

提案型協働事業
について、評価
シートを使用した
自己評価及び相
互評価を実施し
た。なお、コロナ
禍のため、第三
者による評価会
は未開催。

コロナ禍でできる
評価方法を検討
し、実施する。

計画通りに
進んでいる

提案型協働事業
について、評価
シートを使用した
自己評価及び相
互評価を実施し
た。また、コロナ
禍であったが、オ
ンラインにより報
告会を開催した。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

協働事業等評価制度に基
づき評価を実施し、評価結
果を事業実施者に共有でき
た。令和2年度はコロナ禍で
報告会が中止となったが、
令和3年度はオンライン開
催するなど、柔軟に対応す
ることができた。

引き続き、評価シートを使用
した自己評価及び相互評価
を実施し、協働事業の課題
や改善点の共有を実施す
る。

協働推進課

32 協働推進
課

市民協働を効果的に推進す
るため、社会経済情勢の変
化等を踏まえ、市民協働推
進行動計画の見直しを行い
ます。

実施 実施 ― ―

計画を変
更して実
施してい
る

府中市市民協働
の推進に関する
基本方針の見直
しを行ったうえで、
市民協働推進行
動計画を含めた
進行管理方法を
検討することに計
画を変更し、第７
次府中市総合計
画と連動した進行
管理ができるよう
関係課と調整を
行った。

府中市市民協働
の推進に関する
基本方針の改定
に向けた準備を
行う。

計画通りに
進んでいる

府中市市民協働
の推進に関する
基本方針の見直
しを行ったうえで、
市民協働推進行
動計画を含めた
進行管理方法を
検討することに計
画を変更し、第７
次府中市総合計
画と連動した進行
管理ができるよう
関係課と調整を
行った。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

府中市市民協働の推進に
関する基本方針の見直しを
行うとともに、市民協働推進
行動計画の進行管理方法
について、第７次府中市総
合計画と連動した進行管理
ができるよう関係課と調整
を行った。

第７次府中市総合計画と連
動した進行管理ができるよ
う関係課と調整し、進めて
いく。

33 協働推進
課

市民協働の効果的な推進に
向けて、他自治体における
先進的な協働事例等につい
て、調査・研究を行います。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

他市との情報交
換や研修等を通
じ、先進的な協働
事例等について、
調査・研究を実施
した。

継続して協働に
関する事例等に
ついて、調査・研
究を行う。

計画通り
に進んで
いる

他市との情報交
換や研修等を通
じ、先進的な協働
事例等について、
調査・研究を実施
した。

継続して協働に
関する事例等に
ついて、調査・研
究を行う。

計画通り
に進んで
いる

新型コロナウイル
ス感染症の影響
により、書面で他
市との情報交換
を行い、先進的な
協働事例等につ
いて、調査・研究
を実施した。

継続して協働に
関する事例等に
ついて、調査・研
究を行う。

計画通りに
進んでいる

新型コロナウイル
ス感染症の影響
により、書面で他
市との情報交換
を行い、先進的な
協働事例等につ
いて、調査・研究
を実施した。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

日頃から他市の協働事例
等について積極的に情報収
集を行い、定期的に他市と
の情報交換会へ出席する
など、調査・研究を行った。

他の自治体だけではなく、
各団体、企業や大学など
様々な主体の取組に対して
もアンテナを張り、積極的に
調査・研究を行っていく。

34 協働推進
課

市民協働の進捗状況や成果
等を把握するとともに、効果
的な推進方策を検討し、市民
協働推進行動計画の見直し
等に反映するため、適宜、市
民や各活動団体、職員等に
対し、アンケート調査を実施
します。

継続実施 継続実施 継続実施
計画通り
に進んで
いる

「市政世論調査」
や、庁内の「協働
事業に関する実
績調査」、「職員
意識調査」等、各
種調査を実施し
た。

回答しやすいよ
う、適宜調査票の
見直しを行うとと
もに、継続して各
種アンケート調査
を実施する。

計画通り
に進んで
いる

「市政世論調査」
や、庁内の「協働
事業に関する実
績調査」、「職員
意識調査」等、各
種調査を実施し
た。

回答しやすいよ
う、適宜調査票の
見直しを行うとと
もに、継続して各
種アンケート調査
を実施する。

計画通り
に進んで
いる

「市政世論調査」
や、庁内の「協働
事業に関する実
績調査」、「職員
意識調査」等、各
種調査を実施し
た。

回答しやすいよ
う、適宜調査票の
見直しを行うとと
もに、継続して各
種アンケート調査
を実施する。

計画通りに
進んでいる

「市政世論調査」
や、庁内の「協働
事業に関する実
績調査」、「職員
意識調査」等、各
種調査を実施し
た。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

市民や職員に対する様々な
アンケートを通じて、市民協
働推進の進捗状況の把握
や、各種施策を検討する際
に参考とすることができた。

アンケート結果を市民協働
推進のための施策に生か
すことができるよう、アン
ケート項目の見直しや、アン
ケート結果の分析にも力を
入れていく。

協働推進課

35 協働推進
課

条例を制定している先行事
例について調査を行うととも
に、その要否を含め、条例制
定の課題等について研究し
ます。

検討結果
に応じ対

応

検討結果
に応じ対

応

検討結果
に応じ対

応

計画通り
に進んで
いる

市民協働推進会
議において、検討
を行い、後期基本
計画における各
施策の取組の協
働による成果をふ
まえ、改めて判断
することにした。

後期基本計画に
おける各施策の
取組の協働によ
る成果や他市事
例に注視してい
く。

計画通り
に進んで
いる

市民協働推進会
議において、検討
を行い、後期基本
計画における各
施策の取組の協
働による成果をふ
まえ、改めて判断
することにした。

後期基本計画に
おける各施策の
取組の協働によ
る成果や他市事
例に注視してい
く。

計画通り
に進んで
いる

「府中市市民協働
の推進に関する
基本方針」の見直
しに向け、検討・
準備を重ねた。

基本方針の見直
しを行う。同時
に、引き続き、後
期基本計画にお
ける各施策の取
組の協働による
成果や他市事例
に注視し、条例の
制定について検
討していく。

計画通りに
進んでいる

平成26年5月に策
定した「府中市市
民協働の推進に
関する基本方針」
を見直し、誰もが
市民協働を身近
に感じ、協働のま
ちづくりに参画す
る府中市の実現
を目指し、協働関
係の基本的事項
を定めるため、新
たに「府中市市民
協働の推進に関
する基本方針」を
策定した。

Ｂ：計画通り
達成すること
ができた

条例の制定については、後
期基本計画における各施策
の取組の協働による成果を
ふまえ、改めて判断するこ
ととした。また、新たに「府
中市市民協働の推進に関
する基本方針」を策定した。

市民協働推進会議におい
て検討を行い、後期基本計
画における各施策の取組の
協働による成果をふまえ、
改めて判断することとしてい
たため、条例の制定につい
て再度検討していく。

市民協働の推進に関する
条例の制定に係る調査・
研究の実施

協働に関する事例等の調
査・研究の実施

市民協働推進行動計画の
見直し

市民協働推進会議の設置

協働に関する各種アン
ケート調査等の実施

評価結果等の共有及び改
善に向けた取組の実施

市民協働推進会議（仮称）の設置

附属機関等に係る公募市
民枠の拡充

目標（３）政策形成過程への参画のための公募委員制度の拡充

推進方策９　協働事業の評価・検証の仕組みの整備

目標（１）市民協働推進行動計画の進行管理の実施

目標（２）市民協働の推進に関する条例の制定に係る調査・研究の実施

目標（１）評価・検証の手法の検討・整備

推進方策１０　協働の取組を効果的に進めるための行動計画の策定及び条例の整備

府中市
テキストボックス
22
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５ 府中市協働事業等評価制度実施基準 

 

（目的） 

第１ 府中市市民協働推進行動計画に基づき、協働事業の効果をより一層高め 

ていくため、協働事業等評価の実施に関し、必要な事項を定めることを目的 

とする。 

（評価対象） 

第２ 協働事業等評価の種類は次のとおりとする。 

 (1) 協働事業評価 

   原則として市民と市が実施する協働事業については、全て評価の対象と 

する。 

 ただし、評価は協働事業をより良いものに成長させるために行うもので 

あることから、協働事業実績調査等の結果を踏まえ、市が積極的に推進し 

ていく事業等を中心とする。 

 (2) 市民協働推進行動計画評価 

   推進方策に位置付けられている各種取組についても、原則として、毎年 

度、進捗状況を把握し、府中市市民協働推進会議（以下「推進会議」とい 

う。）に報告する。 

（協働事業評価の方法） 

第３ 協働事業評価の方法は次のとおりとする。 

 (1) 自己評価 

ア 協働事業の当事者は、別に定める自己評価用のチェックシート（振り 

返りシート）を用い、協働事業の効果や成果等について、評価を行うも 

のとする。 

  イ 実施時期として、原則、協働事業が終了した際に行うものとする。 

ただし、協働事業の実施期間が長期にわたる場合は、事業終了後に限 

らず、事業実施前や事業実施の中間時など、事業の実施形態等を踏まえ、 

必要に応じて効果的な時期に実施するものとする。 

 (２) 相互評価 

ア 協働事業の当事者は、それぞれ行った自己評価を持ち寄り、評価が異 

なる項目の原因分析や改善点、課題の抽出等について意見交換を行った 

うえで、別に定める相互評価用のチェックシートを用い、事業を振り返 

り、評価を行うものとする。 

イ 実施時期として、協働事業の当事者同士が、効果的かつ効率的に協働 

 事業を振り返ることができる時期に行う必要があることから、原則とし 

 て協働事業の終了時に行うものとする。 
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なお、自己評価同様、長期にわたる場合については、必要に応じて、 

効果的な時期に行うものとする。 

  ウ 協働事業を実施した課においては、相互評価用のチェックシートを、 

協働推進課に提出するものとする。 

 (３) 第三者評価 

ア 推進会議が、協働事業に対する信頼性と市民の参加意欲の向上を図る 

とともに、より客観的に課題を把握し、検証結果を今後の取組に生かす 

ため、評価を行うものとする。 

イ 第三者評価を実施するに当たり、より一層、協働に係る市職員の意識 

の高揚を図るとともに、各事業について、事業の目的や内容を正しく理 

解しながら、市民協働の推進に関する基本方針に基づく協働の手法を適 

切に取り入れているか等を踏まえて評価・検証を行う必要があることか 

ら、協働事業の当事者と推進会議の委員による意見交換会を実施した後、 

推進会議において評価を実施するものとする。 

ウ 実施時期として、第三者評価の結果が可能な限り次年度の予算に反映 

できるよう、ＰＤＣＡサイクルの観点から、事業終了後の翌年度に実施 

するものとする。 

（その他） 

第４ この基準に定めるもののほか必要な事項については、別に定めるものと 

する。 

   付 則 

 この基準は平成２８年４月１２日から施行する。 

   付 則 

 この基準は平成３０年４月１日から施行する。 
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６ 評価シート（様式） 

 

第１号様式

□ 市民側 □ 市側

　※　役割分担表を添付してください（書式は自由です。）。

①事業計画段階 平均値 0.0 合計点 0 /20 評価

1

2

3

4

特記
事項

②事業実施段階 平均値 0.0 合計点 0 /15 評価

5

6

7

特記
事項

対等の原則や相互理解の原則を踏まえ、お互いに対等な立場で率直な意見交換を行い、情
報共有を図りながら事業を進めることができましたか。

対等の原則や相互理解の原則、自主性尊重・自立化の原則を踏まえ、お互いの特性や立場
の違いを理解し、お互いの強みや得意分野を、どのようにしたらいかし合えるかを相談しながら
取り組むことができましたか。

対等の原則を踏まえ、相手に任せっきりにせず、お互いが役割を自覚して事業の進捗状況に
ついてチェックを行い、必要に応じて修正しながら取り組むことができましたか。

事業目標

対等の原則や、自主性尊重・自立化の原則を踏まえ、お互いの得手不得手を認識し、
それぞれの特性をいかすことができるよう、役割分担や事業計画を作成することがで
きましたか。

継続事業の場合には、前回実施した事業の検証結果を十分に反映して、事業計画を作
成することができましたか。

5段階で評価してください。

５＝十分に達成された（80%以上）　　　　　　　　　　　　　　　　２＝あまり達成されなかった（20%～40%）
４＝ほぼ達成された（60%～80%)　　　　　　　　　　　  　　　　　１＝達成されなかった（20%以下）
３＝課題があるもののおおむね達成された（40%～60%）     N＝評価項目として適当ではない

府中市協働事業　自己評価シート（振り返りシート）

事業名称

役割分担

事業実施者

中間支援組織
等事業協力者

目的共有の原則を踏まえ、解決に取り組むべき地域課題や協働する意義、費用に対す
る効果等について、お互いの認識を共有することができましたか。

相互理解の原則を踏まえ、十分なコミュニケーションを図ることで、会計処理や意思
決定の方法などの組織の決まりや立場の違いを、お互いがよく理解することができま
したか。

事業目的

事業内容
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③事業終了段階 平均値 0.0 合計点 0 /15 評価

8

9

10

特記
事項

■事業の成果

評価

（合計）
0

（自由記入欄）

（平均） 0

（自由記入欄）

（自由記入欄）

（自由記入欄）

（自由記入欄）

（自由記入欄）

今後協働事業を行うに当たって取り組んだ方が良いこと・改善したいこと。

その他自由記入欄

対象者満足度

事業実施者満足
度

相乗効果は得ら
れたか

事
業
評
価

協
働
で
実
施
し
た
成
果

協働して良かったことや協働で事業を実施するに当たって工夫したこと。

予算や人的資源
規模

目標達成度

総合評価

対等の原則や相互理解の原則を踏まえ、お互いに対等な立場で率直な意見交換を行
い、情報共有を図りながら事業を進められましたか。

対等の原則や相互理解の原則、自主性尊重・自立化の原則を踏まえ、お互いの特性や
立場の違いを理解し、お互いの強みや得意分野を、どのようにしたらいかし合えるか
を相談しながら取り組むことができましたか。

対等の原則を踏まえ、相手に任せっきりにせず、お互いが役割を自覚して事業の進捗
状況についてチェックを行い、必要に応じて修正しながら取り組むことができました
か。

中間支援組織等事業協力者の役割と協力による効果

協働で事業を実施するに当たって課題となったこと。
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第２号様式

①事業計画段階
市民

（平均）
市

（平均）
評価

②事業実施段階
市民

（平均）
市

（平均）
評価

③事業終了段階
市民

（平均）
市

（平均）
評価

出席者 シート作成者

中間支援組織
等事業協力者

府中市協働事業　相互評価シート（振り返りシート）

事業名称

事業実施者

（特筆すべき点や工夫した点などがあればご記入ください。）

情報共有を図りながら、互いの強みや得意分野等をいかしながら実施ができました
か。

情報共有を図りながら、互いの強みや得意分野等をいかしながら実施ができました
か。
（特筆すべき点や工夫した点などがあればご記入ください。）

事業目的

事業内容

役割分担

事業目標

　※　役割分担表を添付してください（書式は自由です。）。

目的共有の原則、対等の原則、相互理解の原則、自主性尊重・自立化の原則等協
働の原則を踏まえて実施ができましたか。
（特筆すべき点や工夫した点などがあればご記入ください。）

5段階で評価してください。

５＝十分に達成された（80%以上）　　　　　　　　　　　　　　　　２＝あまり達成されなかった（20%～40%）
４＝ほぼ達成された（60%～80%)　　　　　　　　　　　  　　　　　１＝達成されなかった（20%以下）
３＝課題があるもののおおむね達成された（40%～60%）     N＝評価項目として適当ではない
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■事業の成果

評価
（合計） 0

（自由記入欄）

（平均） 0

（自由記入欄）

（自由記入欄）

（自由記入欄）

（自由記入欄）

（自由記入欄）

その他自由記入欄

予算や人的資源
規模

協
働
で
実
施
し
た
成
果

事業実施者満足
度

相乗効果は得ら
れたか

協働して良かったことや協働で事業を実施するに当たって工夫したこと。

事
業
評
価

目標達成度

対象者満足度

協働で事業を実施するに当たって課題となったこと。

総合評価

中間支援組織等事業協力者の役割と協力による効果

今後協働事業を行うに当たって取り組んだ方が良いこと・改善したいこと。
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第３号様式

A:協働事業として適切で優れていると評価できる。

B:協働事業として適切であるが、一部改善することで、更なる発展が期待できる。

C:協働事業としておおむね適切であるが、一部改善の必要がある。

D:協働事業として取り組むにはかなりの改善が必要である。

E:協働事業としては不十分であった。

事業目的

事業目標

事業内容

３　協働の広がり
    の可能性

【評価の結論】

府中市協働事業　第三者評価シート

事業名称

事業実施者

１　評価結論

２　事業について

４　意見交換会を
    踏まえて

５　まとめ
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７ 府中市市民提案型協働事業補助金交付要綱 

平成２７年２月２７日 

要綱第４号 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、協働によるまちづくりの一層の推進を図るため、府中市

市民提案型協働事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することにつ

いて、府中市補助金等交付規則（昭和５２年１１月府中市規則第２１号。以

下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「協働」とは、多様で多層な主体が情報を共有し、

相互の立場や特性を認めつつ、対等の立場で、それぞれの役割を果たし、共

通する課題の解決や社会的な目的の実現に向けて、公益的な価値を相乗的に

生み出すため、連携・協力することをいう。 

２ この要綱において「市民」とは、市内在住者、市内在勤者、市内在学者並

びに市内で活動する法人及び市民活動団体をいう。 

３ この要綱において「市民活動団体」とは、構成員が５人以上で、その過半

数が市内在住者、市内在勤者若しくは市内在学者である団体又は市内に団体

の事務所若しくは活動の拠点を有する団体をいう。 

４ この要綱において「市民提案型協働事業」とは、市内において実施され、

地域の課題や社会的な課題の解決に向けて市民と市とが協働により取り組

む事業であって、市長の募集に応じ、市民が提案するものをいう。 

 （補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、次に掲げる要件の全てを満たす法人

又は市民活動団体とする。 

 (1) 定款、規則、会則その他の組織の運営に関する基本的事項を定めたもの

を有すること。 

 (2) 適正な会計処理が行われていること又は行われる見込みがあること。 

 (3) 政治活動又は宗教活動を目的としていないこと。 

 (4) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法 

律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において 

同じ。）又は暴力団若しくはその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含 

む。）の統制下にないこと。 

 (5) 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律

第１４７号）の規定による処分を受けていないこと又は当該団体若しくは

その役職員若しくは構成員の統制下にないこと。 

 （補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、
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前条に規定する者が実施する市民提案型協働事業であって、その具体的な効

果が期待できるものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当するものは、

対象としない。 

 ( 1 ) 営利を主たる目的とするもの 

 (２) 特定の個人又は団体のみが利益を受けるもの 

 (３) 政治活動又は宗教活動に関するもの 

 (４) 施設等の整備を目的とするもの 

 (５) 政策立案のための調査その他の政策の提案に関するもの 

 (６) 学術的な研究に関するもの 

 (７) 地域住民の交流行事その他の親睦を目的とするもの 

 (８) 国、地方公共団体等から補助を受けるもの 

 (９) 前各号に掲げるもののほか、市長が補助金の交付の対象となる事業とし

て不適当と認めるもの 

２ 補助対象事業は、原則として単年度で完了するものとする。 

 （補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（次条において「補助対象経費」とい

う。）は、次に掲げるものとする。 

 (1) 講師等への謝礼金 

 (2) 消耗品費 

 (3) 印刷製本費 

 (4) 通信運搬費 

 (5) 保険料 

 (6) 会場等の使用料又は賃借料 

 (7) 会場の舞台装置その他の設備の設営費 

 (8) 人件費 

 (９) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める経費 

 （補助金額） 

第６条 補助金の額は、前条に規定する補助対象経費の２分の１に相当する額

とし、５０万円を限度とする。 

２ 補助対象事業の実施により収入が生じる場合において、前項の規定により

算定した補助金の額及び当該収入の合計額が当該補助対象事業に要した費

用の総額を上回るときは、当該上回る額を補助金の額から減額するものとす

る。 

（交付の要望に伴う手続） 

第７条 市長は、規則第３条の規定による補助金の交付の要望を受けたときは、

当該要望をした者に対し、公開の場で当該要望に係る市民提案型協働事業の

内容について発表する機会を与えるものとする。 
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２ 市長は、前項に規定する要望に係る市民提案型協働事業の具体的な効果の

検討に際し必要があると認めるときは、府中市附属機関の設置等に関する条

例（平成２７年３月府中市条例第１号）別表に規定する府中市市民協働推進

会議に意見を聴くことができる。 

 （補助金の請求） 

第８条 規則第７条第１項に規定する補助金の交付の決定を受けた者（以下

「交付決定者」という。）は、同条第２項に規定する通知を受けた後に、請

求書を市長に提出することにより当該決定された額を請求することができ

る。 

２ 市長は、前項の規定による請求を受けたときは、当該請求に係る交付決定

者に対し、補助金を交付するものとする。 

 （実績報告の時期） 

第９条 規則第１１条の規定による実績報告は、補助対象事業の完了後３０日

以内に行わなければならない。 

 （精算） 

第１０条 規則第１１条の規定による実績報告を行った交付決定者は、補助対

象事業の実績に基づき算出した補助金の額が第８条第２項の規定により交

付を受けた補助金の額を下回るときは、その差額を返還しなければならない。 

 （様式） 

第１１条 この要綱の施行について必要な様式は、別に定める。 

 （雑則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

   付 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

   付 則（平成２７年１０月２３日要綱第７８号） 

 この要綱は、平成２７年１０月２３日から施行する。 

   付 則（令和４年６月２２日要綱第７２号） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和４年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱による改正後の府中市市民提案型協働事業補助金交付要綱の規

定は、令和５年４月１日以後に実施する事業について適用し、同日前までに

実施する事業については、なお従前の例による。 
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８ 提案型協働事業審査基準 

審査項目 審査の視点 得点 

地域課題・市民ニーズ分析 
地域課題をデータ等により具体的に認識・分析し、

市民や地域のニーズを的確に捉えているか。 /10 

先駆性 
新しい視点と創意により組み立てられた、先駆的な

事業か。 /5 

事

業

の

妥

当

性 

公共性（公益性） 

不特定多数の市民の利益又は社会全体の利益につな

がるもので、市が関わることがふさわしい事業であ

るか。 /10 

具体性 
事業内容や実施方法は、具体的かつ現実的に考えら

れているか。 /5 

目標・成果設定 
事業を行う事により達成しようとする目標や成果は

明確になっているか。 /5 

費用対効果 費用対効果の視点に立った検討がされているか。 /5 

事

業

成

果 

事業の発展性・将来展望 
事業に継続性があるとともに、制度適用期間後にわ

たる自主的な活動による発展性・将来性があるか。 /5 

市民力の向上 
多くの市民が関わりを持つなど、市民力や地域力の

向上につながるか。 /5 

協

働

の

必

要

性 

必要性 課題解決のために協働という手法が必要か。 /10 

役割分担 
団体と市の役割分担が明確かつ妥当なものである

か。 /5 

効果 

課題解決のために協働で事業を実施することによっ

て、相乗効果・波及効果、市民サービスの向上が期

待できるか。 /10 

実

現

可

能

性 

実施能力 

事業を遂行する能力（事業実施に必要な専門的な知

識や技術、実績・体制など）があると認められる団

体か。 /5 

相互理解 

団体と市がそれぞれの特性や違いを認め合い、共通

認識に立って進めていくことができる事業となって

いるか。 /10 

予算の適当性 
実現可能で、継続性を考慮した予算の積算が行われ

ているか。 /5 

プレゼンテーション能力 
提案書や提案説明で、事業のポイントや団体の熱意

を的確に伝えられているか。 /5 

合 計 100 

 


